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第 1 章 序論 

1.1 研究の背景と問題意識 
 日本の地方都市は、人口減少や高齢化の進展により、都市構造の維持が困難となりつつあ
る。特に、モータリゼーションの進展と郊外開発の拡大により、低密度かつ拡散的な都市構
造が形成されるとともに、公共交通の衰退、都市施設の維持管理コストの増加や、地域コミ
ュニティの希薄化など、さまざまな課題が顕在化してきた。 
 その一方で、地方鉄道の多くは、民間事業者が主体で運営されており、採算性の悪化によ
り減便・運賃値上げなどのサービス低下を余儀なくされ、さらなる利用者離れを引き起こす
という負の連鎖が進行してきた。こうした状況は、公共交通と都市政策との連携が不十分で
あることを示しており、政策的転換が求められている。  
 
1.2 研究目的と方法 
 本研究は、富山市を中心事例として、地方自治体が主体となって公共交通、特に鉄軌道政
策に積極的に関与することの可能性と意義について実証的に明らかにすることを目的とす
る。富山市は、全国に先駆けて「公共交通を軸としたコンパクトなまちづくり」を掲げ、都
市構造の転換と鉄道利便性の向上に取り組んできた。本研究では、富山市の政策過程と成果
を定量・定性的に分析し、他都市にも適用可能な政策の枠組みを導くことを目指す。 
 研究方法としては、富山市における実践政策の経緯と施策の内容を整理したうえで、自治
体の鉄道政策への関与のあり方、制度的制約、財政的課題を検討する。また、ＪＲローカル
線に関する制度論的課題や、コスト構造に関する分析も交えながら、自治体主導による鉄道
再生の可能性を多面的に考察する。 
 
1.3 研究の構成 
 本研究は以下のように構成される。第２章では、富山市におけるコンパクトなまちづくり
政策の背景と施策を紹介し、政策の実践者の立場から交通と都市政策の連携の実態を明ら
かにする。第３章では、富山市が実施してきた鉄軌道政策の内容とその成果を整理し、その
経験を踏まえて日本の鉄軌道制度に関する課題について考察する。続く第４章では、鉄軌道
政策は鉄軌道の採算性だけで評価されるべきものではなく、都市の税収増や行政歳出額の
抑制など都市経営的な視点からも評価されるべきであるという観点から、富山市が行ってき
た鉄軌道政策の長期的便益を計測する。また、これらの結果、地方自治体が鉄軌道政策に積
極的に関与することの効果が明らかになることから、第５章と第６章では、その具体的な可
能性について制度的・財政的・経済的観点から分析を行う。第７章では、これらの分析結果
を総合的に考察し、鉄道を軸としたコンパクトシティ政策の将来的展望と自治体による政
策形成の条件整備について提言する。最後に第８章で、本研究の成果と今後の課題、実務へ
の貢献可能性についてまとめる。  
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第 2 章 富山市におけるコンパクトなまちづくりと公共交通の再編 

2.1 コンパクトシティ政策の背景と戦略 
 富山市は 2003 年に、急速に進む人口減少と高齢化、ならびに都市構造の拡散による諸課
題に対応するため、「公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり」を都市政
策の基本方針として打ち出した。これは、既存の公共交通網を活性化し、中心市街地や交通
結節点を中心に一定のゾーンに人口・都市機能の集約を図るものである。特に富山市は、比
較的鉄道網が充実していたことから、これを都市政策に活かすため、市の施策として鉄道利
便性の抜本的な向上に取り組む方針を明確にした。 
 この政策は、交通に対する単なる赤字補填や現状維持ではなく、積極的に投資を行い、交
通の質を高めることで都市の魅力を向上させるという「都市経営戦略」としての位置づけを
持っている。 
 
2.2 公共交通を軸とした都市構造の再構築 
 具体的な施策としては、まず JR 富山港線を路面電車化し、富山ライトレールとして再編
した。また、既存の市電路線を延伸し、環状線を形成することで中心市街地の回遊性を高め
た。これらの施策においては、上下分離方式の導入や駅の高架化・乗換環境の整備など、利
便性とアクセシビリティを重視したインフラ整備を進めた。 
 さらに、交通利便性の高い地域への居住誘導政策や、都市機能の集約的配置を通じて、郊
外への人口流出を抑制し、公共インフラの維持管理費用の増高を抑え、地価水準の上昇を実
現し、都市の持続可能性を確保する都市構造の転換を図っている。 
 
2.3 交通施策の成果と定量的効果 
 これらの施策により、富山市では公共交通の利用者数が増加に転じただけでなく、沿線人
口の回復、中心市街地の地価上昇、民間投資の誘発、さらには固定資産税等の税収増など、
都市経営における財政的成果も確認されている。 
 また、高齢者向けの「おでかけ定期券」制度の導入による外出機会の増加や、健康維持に
よる医療費の抑制効果など、社会的便益も生じており、公共交通が都市生活の質を向上させ
る重要なツールであることが裏付けられている。 
 これらの経験は、地方自治体が民業である交通に主体的に関与し、公共交通を都市政策の
軸と位置付けることで、言い換えれば「都市政策と交通政策の融合」を図ることで都市の持
続可能性と魅力を高め得ることを示唆している。 
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2.4 まちづくりの軸は公共交通 
2.4.1 都市政策とツールとしての公共交通 
 各地の交通政策の抱えている課題として、同じ自治体の中であっても、交通政策の担当者
とまちづくり政策の担当者がうまく連携が取れていないということがしばしば起こる。「ま
ちづくり」というものと「交通」というものを離れて考えてしまうことに陥りがちである。
都市政策と交通政策が融合していないという状態である。 

富山市は 2003 年に、「公共交通を軸としたコンパクトなまちづくり」というビジョンを
発表した。このビジョンでは、主体はまちづくりであり、まちづくりを支える大きなツール
として交通があるというとらえ方をしており、このようなとらえ方は、当時としては珍しい
ものであったと思う。 

各基礎自治体の行政責務の行きつく先は、市民のライフスタイルを良くして、ウェルビー
イングの値を上げ、シビックプライドを上げていくことであり、そのためには、福祉も教育
も文化もと様々な要素の水準を高めていくまちづくりが重要だが、その重要な柱のうちの
一つが交通であるという位置づけをしていくということが大切である。 
 
2.4.2 交通の社会的便益 

明治以来、日本の交通は事業が単体で赤字か黒字かという議論にさらされてきた。採算性
という視点によって事業の評価がなされてきたのである。かつては、人口も右肩上がりで、
多くの人が利用していた時代に十分採算が取れていた路線が、人の流れが変わり、人口が減
少し、移動手段が変わってきたことで、事業単体で維持することが難しくなってきた。そう
すると、不採算であれば切り捨てろということになりがちである。不採算だから間引く、サ
ービス水準を下げると、また悪くなり、最後は廃止という負のスパイラルが、この 30～40
年の間、日本中で起きてきた。京都丹後鉄道のようにうまく再生したところや、近江鉄道の
ように知事を筆頭に頑張っているところもあるが、JR 西日本の三江線のように廃止になっ
たところも多くある。このように、路線単位の採算性だけで議論をしていくと、おそらく全
国の地方交通のほとんどがやがてなくなってしまうと思われる。 

かかる発想を乗り越えるために、筆者は交通の持っている社会的便益に注目しようと 20
数年間言い続けてきた。交通というものは、単なる A 地点と B 地点の移動手段にとどまら
ず、交通というものがあることによってもたらされる、外部不経済の緩和、CO2 の削減、さ
らには一人一人が外出することからもたらされる医療費の削減、健康寿命の増進といった
様々な便益に寄与する。そういった寄与を数値化することで、交通単体では不経済に見える
が、社会全体から見ると大きな価値を持っているという視点に立って交通を見ていこうとい
うことをずっと言い続けてきた。交通には都市全体の魅力や価値を高める機能があるという
視点で交通を評価しようと主張してきた。 

一人一人のくらしの質を上げるということが行政責務である基礎自治体にとって、交通に
積極的に関与し、あるいは投資をすることは必然なのだということを考えていくことが大事
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だと思っている。例えば、子供がいない人であっても少子化対策に予算を付けることにあま
り反対がない。子供は社会の宝であり、社会全体にとって大きな利益をもたらす必要な存在
であると認知されているからである。同様に、交通というものが存在すること自体が都市の
格を上げる。そういう評価をすることで、みんなで負担をしていこうという機運を広めてい
くことがすごく大切である。そういう意味で交通というものは、「まちづくり」の大きな柱
であり、それは教育や福祉や文化と変わらない価値のあるものだからこそ、その負担をみん
なで飲みこんでいくということが、今の時代に求められる視点であると思う。 
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2.5 まちづくりの大事なツールとしての交通 
2.5.1 交通が都市の魅力を上げる 
 公共交通を直接使わなくても、この街は交通利便性に恵まれているからいい街であると
いう認識を持つことが大切である。人に人格があるように、都市に都市格があるとしたら、
交通の利便性が高い街の方が格が高いと筆者は感じる。例えば、筆者の好みで言うと、ロサ
ンゼルス型のアメリカの都市よりも、サンフランシスコやポートランドのような都市の方が
行きやすく、親しみを感じ、いい街であると感じる。コンベンションがよく行われるサンノ
ゼという都市は小さな街だが、街の中を無料で移動できる。またポートランドは 10 年ほど
前までは、市の中心部の公共交通の移動を無料としていた。その魅力が人を惹きつけると考
える。 
 東京や横浜、京都や大阪のような大都市では、民間の交通事業は十分採算が取れるだろう。
しかし、残念ながら地方都市では必ずしもそうではないというのが現状である。その現状を
どうしていくかを考えるとき、採算性の視点だけで交通を評価せず、都市の魅力や価値を高
めるツールであるとする視点で評価することが重要である。 
 
2.5.2 富山市の都市政策ビジョンの三つの柱 

本項以降は、富山市が 20 数年間取り組んできたことを実例として述べる。一貫して目指
しているものは「まちづくり」である。 

2003 年に富山市が発表したビジョンには三つの柱がある。一つ目は公共交通を活性化さ
せること。衰退の一途であった公共交通をブラッシュアップする。違う言い方をすると、本
来は民業である交通事業に積極的に公費を投入するということ。これは議論の分かれると
ころだが、当時は交通政策基本法、地域公共交通活性化法もない状況ではあったが、民間が
経営している交通に積極的に公費を投入してきた。二つ目は交通の便利な所へ住む人を緩や
かに誘導すること。三つ目は中心市街地に積極的に投資をするということ。二つ目と三つ目
は表面的には非常に不公平感が漂うものである。駅から 500 メートル以内に引っ越してき
た人には補助金を出し、駅から 1,000 メートルのところに引っ越してきた人には出さないと
いう施策をあえて行った。行政の行う投資をまずは中心市街地に集中し、中山間地域への投
資額と均質ではないものとする。非常に不均衡で、平準的ではない政策であった。なぜその
ような施策を行ったか。その狙いは人口減少への対策にあった。 

2003 年当時、厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所は、2050 年までに、日本の人
口は 3,000 万人減少すると予想していた。1 億 2,000 万人強いた中で、3,000 万人減少する
ということは、人口の 4 分の 1 が減少するということである。しかし、日本全国で平準的
に減少するはずがないと考えた。例えば、首都圏の人口が横ばいであると仮定した場合、減
少する 3,000 万人は首都圏以外の地域から減少していくことになる。その中には、京都もあ
れば、大阪、名古屋、沖縄、広島、福岡、仙台といった都市も含まれている。その中から 3,000
万人減少すると推計される時点で、富山のような多くの地方都市は手をこまねいていると 3
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分の 1 どころか、それ以上に激しく減少するということが予想できた。さらに、激しく減り
始めると、加速が加わり止まらなくなるため、どんどん減少していくということが容易に予
想できた。人口減少に合わせて負担を上げることができれば良いが、それはなかなかできな
い。当然のことながら人は負担感が感じられる所を避けようとし、そのような所は激しく減
少していく。そうであるにもかかわらず、50 年前と変わらないように郊外へ道路を延ばし
バイパスを作る。郊外に分譲地ができ、人の移動が郊外へシフトしていく。そして、都市が
薄っぺらになっていく。それを少なくなる人口で支えるということは、維持管理コストばか
リ膨らんで支える人の負担が重くなるということになる。20 年前に、これでは危険である
と考えた。市民に対して拡散型のまちづくりにブレーキを掛けなければならないと訴えてき
た。腕力で人口の拡散を止めることができなくでも、少なくとも交通を便利にして、交通の
沿線に住む人を緩やかに誘導することでブレーキ効果を生む。そして、そこに民間の投資を
巻き込むことで地価の下げ止まりを生み、さらには地価水準の上昇を図り、税としてのリタ
ーンを求めていくというビジョンについて丁寧に説明し、議論をし、実践をしてきた。 

民業である交通に行政が積極的に投資をすることの是非を市民と議論する。あるゾーン
に住む人を優遇するということの是非を市民と議論する。中心市街地の一番地価が高いと
ころに積極投資することの是非を市民と議論する。まちづくりのビジョンを示し、ビジョン
実現のための道筋を明示し、立場によって多様な意見が生ずるであろう施策についてハレー
ションを恐れず議論することを出発点に据えた。当時、筆者が盛んに言ってきたことは「市
域のどこに居ても同じ水準のサービスが提供されるべきという長い間の地方自治の常識は
捨てましょう」ということであった。人口が右肩上がりで、経済も右肩上がりのときは十分
可能であったが、右肩下がりになり、過疎地はどんどん過疎化していくときに、市域の各地
域に同じサービスを提供するということは、結果として全体の不利益をもたらすというこ
とを考えようと言い続けてきた。現在の市民が不公平感や不満を感じても将来市民の利益
や全体の利益が大きければ施策を推進すべきと説得を続けてきた。説明責任を果たすとい
うことに留まらず説得責任を果たすべしとの信念で諸施策を推進してきた。 
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2.6 具体的な施策 
2.6.1 戦略的な交通ネットワークづくり 
 具体的な内容の一つ目は、路面電車を中心とした LRT のネットワークづくりである。ま
ず富山港線という JR 西日本の路線を引き継いで、路面電車化するということを行った。結
論から述べると初年度から黒字となった。人口が減少する中で利用者は伸びず不採算な経
営になるとの見方もあったが、思い切って施設をブラッシュアップし便数を増加させるなど
に取り組んだところ利用者が大幅増となった。利便性をあげれば利用者数が増加するという
実例を作ることができた。二つ目は、もともと存在していた路面電車の路線を市の負担で延
ばし、路面電車の環状化を行ったことである。延伸部分は市の費用で路面電車化した上で、
市が施設を保有するという上下分離方式を軌道法下では日本で初めて導入した。市の中心
部に路面電車のサークルを作ることで、回遊性を高めるということをねらった。赤字補填で
はなく、既存の路線をブラッシュアップすることに市の費用を投入した。これもまた利便性
をあげることで利用者増をもたらす結果となった。中心市街地の中に路面電車の環状線を創
出することで利用者の日常生活に変化をもたらすことができた。人の暮らしの質を上げるた
めに交通を使うことをアピールすることとなった。この視点を持つことも重要だと思う。 

続いて、北陸新幹線開業後に、富山駅の在来線が高架化したことで、駅舎の中に路面電車
の電停を作るということを全国で初めて行い、駅舎の中で南北の路面電車を接続した。これ
により、市域のあちこちへ同じ路面電車で動けるようにした。これも赤字補填ではなく、民
営の交通事業に市が積極的に投資をして路面電車の質を上げることで、利用者を増やすとい
うことである。この駅整備のもう一つのポイントは、富山駅の中では垂直移動がほとんど必
要ないということである。新幹線を降りてエスカレーターで地表階へ降りると、路面電車も
タクシーもバスもシェアサイクルも全て地表レベルで乗り換えることが可能になっている。
これからの時代は、なるべく垂直移動の少ないフルフラットな街を作ることが大事である
と思う。現在の富山駅では、新幹線を降りて改札を出ると、駅の中で、目の前に路面電車が
待っている。したがって、雨や雪の日にも全く濡れることなく、シームレスに乗り換えをす
ることが可能となっている。かつては、道路上の島で路面電車に乗り換えていたため、雪が
降れば雪の中で傘を差しながら電車を待っていたが、現在は駅の中で乗り換えることが可能
になった。こういう市民生活の質を上げるインフラ投資を躊躇なく行うこともまた基礎自治
体の行政責務である。 
 
2.6.2 交通利便性の高い地域への居住誘導 
 二つ目の柱は交通の便利な所へ人を誘導するということであり、駅や運行頻度の高いバ
ス停から 300 メートル～500 メートル圏内に居住を誘導するということである。このよう
な地域は、車を使わずに中心部に集約された商業、業務、文化などの諸機能にアクセスでき
る地域になっており、このような場所に住んでいる方がある意味上質な暮らしができるとい
うことを提案しながら、緩やかに人を誘導してきた。2003 年にビジョンを発表した当初は、
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居住推奨エリアに住んでいる人の割合は全人口中の 28％だったが、目標を 2025 年までに
これを 42％にすることとし、2024 年には 40.2％に達している。 

誤解がないように言うと、市としては推奨エリア内にだけ住むことを進めているわけでは
ない。仮に 42%の目標を実現できたとしても、残りの 58％の人たちは推奨エリア外に住ん
でいることになる。例えば、農業をしている方の多くは郊外の農用地域に住み、職住近接で
工場などの職場の近くに住みたいという人もいれば、大型犬を飼いたいので都心に住むこ
とができないという人もいる。そういう個別の事情については規制をしていない。あくまで
選択ができるということ。しかし、その選択の中で少しずつ交通の便利な所へ住む人が増え
ているということが現象として表れている。市全体で人口が減少していく中で、あるゾーン
に住む人の構成比を上げるということは非常に困難な目標であるが、着実に伸びてきた。(図
2-1 参照) 

 
 
 
2.6.3 公共交通を利用してもらう仕掛けづくり 
 三つ目の柱である不動産投資という点では、富山市唯一のデパートの隣に、市が保有する
全天候型の多目的広場を整備した。ここでは年間 69.3％、休日では 96.6％の頻度でイベン
トなどに活用されている。誰かが何かを企画する。例えば、子供たちのフットサル大会を行
うと、おじいちゃんやおばあちゃんたちが見に来るようになる。このようにして人を寄せる
ための仕掛けを併行して行う。また、図書館とガラス美術館の融合体である「TOYAMA キ
ラリ」という施設を街中の路面電車沿いに整備したが、ここは図書館の中央館でありながら
敷地内に駐車場がない。いくら公共交通を利用する街であっても、中央図書館に駐車場がな

図 2-1 コンパクトなまちづくりの目標 
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いということについては、議会で最後まで議論になった。しかし、都心部の空き地の多くは
民間の時間貸し駐車場になっており、その中に市の直営の無料駐車場を 600 台程度も作る
ことは明らかに民業圧迫となるため、それは避けたかった。公共交通を利用して、コンサー
トや図書館へ足を運ぶ。そういうライフスタイルを作っていこうと提案し続けてきた。お蔭
でこの施設の利用者は年々増加している。幸いにも富山市はニューヨーク・タイムズ紙によ
って 2025 年に訪れるべき世界の 52 都市の一つに選ばれたが、最大の要因はこの建物の魅
力だとされている。今年この美術館を訪れる外国人旅行者の数は大きく伸びているが彼ら
の多くが富山駅から徒歩または環状線利用で来館している。交通至便性も魅力の一つだと
思う。 
 公共交通の利用者を増やすための仕掛けとして、65 歳以上の人だけが会員になれる「お
でかけ定期券」というものを作った。この「お出かけ定期券」でバスに乗車すると、どれだ
け遠くから乗っても、中心商店街で降りると運賃が 100 円になる。ただし、途中のショッピ
ングセンターで降りると通常の運賃を支払わなければならないというもの。途中で降りると
通常運賃だがより遠くにある中心商店街まで行くと 100 円になる。帰りも中心商店街から
乗車すると、例えば、岐阜県の県境まで行っても 100 円で降車できる。これは高齢者にとっ
ては非常にお得感を感じるものになっている。筆者は、人を動かす要素は、「楽しい」「美味
しい」「おしゃれ」であると考えており、このお得感というものは「美味しい」の概念に入
るだろう。その結果、富山市の全高齢者の 20.2％がこの「おでかけ定期券」を持っている。
「おでかけ定期券」を利用している高齢者は、自宅からバス停まで歩く。そしてバスで中心
部まで来る。中心部を回遊し、帰りもまたバスに乗り自宅まで歩く。これは間違いなく外出
機会の増加につながっており、交通を用意しただけでなく、出かけたくなるような仕掛けを
作るということを同時に行った。 
 
2.6.4 民間不動産投資と税収増加 
 この 20 年ほどの間に、新設した路面電車の界隈に公共投資が呼び水となって多くの民間
の再開発事業が進行した。再開発事業というものは、耐火性の低い地域を耐火性の高い地域
へ変えていく。危険な地域が安全な地域へと変わっていく。そして空間を高度利用するとい
うことになっている。加えて税としてどう還流してくるかという点を注視する必要がある。
基礎自治体の業務は都市経営でもあるので、補助金を出して民間の投資を促進し、民間の投
資を支えて、民間に動いてもらうというからには、税としてどう反映するかということを絶
えず考えていくことが肝要である。 

ある具体例を示すと、環状線沿線のあるブロックにおいて、再開発事業が始まる前にはブ
ロック全体で年間 1,140 万円の固定資産税等が納められていた。しかし、再開発完成後は年
間 8,370 万円の固定資産税等が納められている。この事業に、富山市は 8 億 8,820 万円の補
助金を出したが、再開発前の 1,140 万円と再開発後の 8,370 万円との差額で、平成 20 年か
ら令和 4 年までの 15 年間かけて 8 億 8,820 万円の補助金相当額を埋めることとなった。こ
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れから先の固定資産税等の差額は純収入増となる。この例で見たように、交通政策を進める
ことが再開発という都市政策を進展させ、行政もその事業を支援していき、その結果として
税収増をもたらし全体の利益を生じさせる。そういう視点を持って交通政策を見ていくこと
も重要である。 
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2.7 交通を軸としたまちづくりの効果 
2.7.1 シビックプライドの醸成 
 LRT などのモビリティに投資をするということは、交通の利便性が向上して、都市景観
が良くなり、街全体の魅力が向上する。その結果、外出する人が増えると、民間は敏感に反
応しどんどん投資が増える。さらに、地価が上昇し、ビルや住宅の建設が増える。つまり、
地域経済が元気になってくれるということ。そして、何よりもいいことは、市民の中にシビ
ックプライドが醸成されていくということである。 

富山市では近年、自分たちがいい街に住んでいるということを、一人一人が意識するよう
になってきた。この変化にこそ意味があると考えており、良い傾向だと感じる。また、親戚
が久しぶりに訪ねてきていい街だと褒めてくれて嬉しかったという声も聞かれた。市民一
人ひとりが街に愛着を持ち、ゴミを拾い、街を花で飾ることが増えてきてラクガキの少ない
きれいな街になってきた。これはすごい成果だと思っている。これこそがまちづくりの大き
な狙いの一つである。 
 
2.7.2 働き盛り世代人口の回復 
 「まちづくり」の効果を示すデータとして、1969 年 4 月 1 日から、1970 年 3 月 31 日に
生まれた人たちを遡って追跡したデータがある。昭和 62 年当時、彼らは 17 歳だった。こ
の当時の住民基本台帳を紐解くと、富山市にはこの学年の人々が 6080 人ほどいた。しかし
翌年からこの学年の人口は激減した。筆者自身も高校を卒業後、進学のため富山を離れた。
ところが、23 歳、24 歳を底に人口は回復していくのである。筆者も 24 歳で富山へ帰った。
当然、回復してきた人口の全員が U ターン者というわけではない。就職などで行ったきり
の人もいれば、海外へ行った人もいる。だが数としては回復してきている。つまり、I ター
ンで来ている人もいるということ。現在、図 2-2 のようにこの世代の人は 17 歳当時の数の
98.2％おり、この数字はそれほど絶望的な状況ではないことを示している。働き盛りの人の
人口がきちんと回復してきているということで、それはそれだけ魅力的な雇用もあれば子
育て環境が良いなど、様々なことが影響している。都市の総合力を評価して人が移ってきて
いるということになる。 

特に女性に絞って焦点を当ててみると、図 2-3 のように昭和 62 年当時の人口と比較して
100％を超えている。これについては、転勤などによって単身で転入するケースに留まらず
女性を含む家族で転入してきているケースが増えていると推測されるが、それこそが狙って
きたことである。路面電車の質の向上や、環状化など利用しやすい様々な交通システムを作
り上げてきたことが運転免許を持たず、あるいはマイカーを持たない転入者に評価されたこ
とがこういった現象を生む要因になっていると考えられる。 
 
  



 12 

 

 
 

 
  

図 2-2 コンパクトなまちづくりの効果 ～人口の回復(男女計)～ 

図 2-3 コンパクトなまちづくりの効果 ～人口の回復(女)～ 
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2.7.3 地価の上昇と税収入の増加 
 2003 年に「まちづくり」のビジョンを発表したが、2010 年頃まではまだデベロッパーに
よる不動産開発は市の政策に呼応していなかった。地価の安いところで開発した方が販売
しやすいという理由で、居住推奨エリアの外を開発するという現象が続いていた。ところが、
その後になると、市の政策に呼応して市の居住推奨エリア内での開発が増加するようにな
った。この結果、投資が集中され地価に反映されるようになった。全国の地方都市は、バブ
ル崩壊以降、地価が下がり続けてきた。ここ数年は地方都市でも少しずつ上昇し始めたが、
富山市では、11 年連続で平均地価が上昇している。これは非常に大きなことで、その結果、
固定資産税等の総額が図 2-4 のように 13 年間で 17.0％伸びている。 

基礎自治体にとっては固定資産税と都市計画税がベース財源となっている(図 2-5 参照)。
このベース財源の課税客体が下がり続けているにもかかわらず、手をこまねいている都市が
多くあり、これは財政の硬直化につながっている。地価というものは景気にあまり左右され
ず、安定的な課税客体として維持されていくもので、新型コロナウイルス感染症のパンデミ
ックにもあまり左右されなかった財源であり、これを 17.0％も上げたということは非常に
大きな結果である。 

自治体が努力して税収を上げると、その４分の 3 は地方交付税と相殺されてしまうが、4
分の 1 は自由に使うことのできる財源として留保される。これによって、中山間地域に使う
財源を確保することができる。合併前の富山市域と、合併した町村の税の負担割合を見ると、
図 2-6 のように富山市域が 81.6％、その他の地域が 18.4％となるが、公共投資的経費の使
い方を見ると、富山市域が 74.8％で、その他の地域には 25.2％使っている。富山市域以外
に公共投資的経費を手厚く使うことができる理由は、財源を見つけることができるためで
ある。 

現在の富山市が神通川という急流河川の上流域と下流域で合併してきた理由は、上流域の
小さな町村が疲弊していくと、手当てが不十分になり下流域に都市型水害が起きやすくな
ることを防ぐためである。合併前の富山市は上流域の町村と合併して上流から下流までを
全体としてコントロールするということを目指したということになる。そのためには、国や
県の支援に加えて、独自の財源をしっかり作る必要があり、そのために税のリターンを見込
めるところに集中投資をしてきた。投資のあり方だけを見ると、不均衡不公平に見えるが、
果実は全体に行き渡ることで全体の利益になるということを市民には熱心かつ丁寧に説明
をし、説得をしてきた。結果として、中山間地への手当てや河川管理などの公共投資経費の
使い方などの様々なデータを市民に出すことが可能になったため、時間の経過とともに多
くの市民に理解が浸透してきている。 
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図 2-4 固定資産税・都市計画税の推移(H24-R7比較) 

図 2-5 市税収入の税目別割合の推移 
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図 2-6 「市税収入」と「投資的経費」 
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2.8 公共交通を軸とした多様な取り組み 
2.8.1 外出機会の創出による健康維持 

国の地域再生戦略交付金を使って、京都大学と共同で「おでかけっち」という小型 GPS
機能付ツールを作り、同意を得た 179 人の市民に「おでかけっち」を持って行動してもらっ
た結果、公共交通で来た人は、駅周辺と中心商店街を行ったり来たりする回遊性があり、長
く滞在するが、マイカーで来た人は用事が済むとすぐに帰るという結果が出た。そして公共
交通できた人は立ち寄るお店の数も多くなるということが分かってきた。 

おでかけ定期券を持っている人と、持っていない人、持っているがあまり使っていない人
などにカテゴライズして、その人たちの実際の医療費を調べた。平成 28 年度は 1,183 名が
1 年間の医療費を調べることに同意してくれ、平成 30 年度にこのうちの 644 名が再度、医
療費を調べることに同意してくれた。この 644 名の年数経過前と経過後の医療費の変化を
比較分析した結果、おでかけ定期券を持っていて、かつ使用頻度の高い人の方がより多く歩
いているという傾向が分かった。つまり外出機会が多いということになる。医療費について
は、前期高齢者では 1 日 8 千歩以上歩いている人たちの医療費は軽減あるいは変わらない
ということが分かってきた。また 1 日 4 千歩未満の人は、医療費が増えているということも
分かった。これらの調査データによって、市民が外出して歩く機会を増やす仕掛けが重要で
あると認識され、そのための施策につながっている。 
 
2.8.2 市民と共に進める取り組み 
（1）IC カードの導入と多機能化 
 富山市は公共交通の利便性向上のため、交通系 IC カード導入支援を行っている。平成 18
年度の富山ライトレールの IC カード導入を皮切りに、平成 21 年度には富山地方鉄道の各
交通モードに IC カードを導入、平成 24 年度は富山市職員の身分証明書への機能付与を皮
切りに、富山大学の学生証や路面電車の環状線沿線の専門学校の学生証へ IC カード機能が
付与されている。 
 
（2）来街者に対する割引サービス 
 富山市内のホテルや旅館では、海外から来た人には無料の、県外から来た人には半額の路
面電車の乗車券を配布している。これはシティプロモーションの一環だと考えており、これ
に係る費用はすべて富山市で負担している。特に台湾からの観光客の間で評判になり、口コ
ミで広がって観光客が増えている。 
 
（3）花 Tram モデル事業 
 華やかで明るい空間を演出し、「花で潤うまち」創出のため、路面電車沿線の指定 24 店舗
で花束を購入すると路面電車の運賃を無料化する取り組みを行っている。 
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（4）グリーンスローモビリティ 
 公共交通に乗るきっかけづくりとして、グリーンスローモビリティを市が無料で走らせて
いる。 
 
（5）富山名物の寿司と絡めた取り組み 
 路面電車１日乗り放題券と富山名物のます寿司の引換券をセットにした乗車券の販売や、
「路面電車で行く富山の寿司」と題した環状線沿線のお寿司屋さんめぐりキャンペーンを
行っている。 
 
（6）トランジットモール社会実験 
 年に４回、車道から車を排除し、路面電車だけが乗り入れるトランジットモールを行って
いる。このトランジットモールでは、車道でピアノ演奏し歩道で聴衆が演奏を聴くなどとい
ったイベントを行っている。 
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2.9 結語 
  「まちづくり」とは、一人一人の市民のライフスタイルを向上させシビックプライドを上
げることである。これこそが基礎自治体の行政責務であり、その行政責務をはたすためには、
教育水準や福祉の水準を上げるために努力するのと同じように、交通の質を高め移動を容易
にして市民の外出と出会いを誘発することが求められる。車だけで生活をしていると、例え
ば、本屋に行って目当ての本を買って直ぐに家へ帰る。これでは人との出会いも新しい発見
もないが、公共交通を使えば、ワインを飲みながら買った本を読みつつ誰かと話すといった
ことができる。駐車場を探したり駐車料金を気にしたりすることなくゆっくりと街を楽し
むことができる。コンサートの幕間や終演後にアルコールを楽しむことができる。通学や通
勤時間に読書をし、スマホの操作ができる。そういう出会いや発見、感動につながるような
暮らし方こそが人間らしい姿であると思う。移動速度に価値があるのではなく、ヒューマニ
ティーが感じられる移動手段を持つことに価値があるのだと思う。人口が減少していく時
代であるからこそ、人として豊かな暮らしを綴っていくことが求められる。そのために公共
交通がもたらしてくれる上質なライフスタイルを実現することが重要である。その実現の
ためには交通は交通事業者が対応するものという時代錯誤的な視点を捨て、個々の市民も
企業も交通事業者も行政も国も、つまり社会全体が豊かな生活をもたらしてくれる公共交
通のポテンシャルと価値をしっかりと理解し当事者意識を持つことがあるべき姿だと思う。
そして基礎自治体は交通政策が社会を牽引していくという気概を持って、「都市政策と交通
政策の融合」を意識しつつ施策の立案、実行に進まなければならない。現場の実践者の一人
という立場から基礎自治体に向けて積極的な対応を強く期待して本章を閉じたい。 
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第３章 地方自治体による鉄軌道政策の成果と課題 

3.1 はじめに 
鉄軌道は都市づくりにおいて最も重要な要素の１つであるが、わが国ではその計画や運

営は、民間企業である鉄軌道事業者が主体となっており、地方自治体が責任をもって政策的
に進める制度とはなっていない。そのため、民間事業としての採算性が重視され、経営の厳
しい地方鉄道路線においては減便や値上げなどのサービス低下が続くとともに、自動車に依
存した低密度な都市構造の拡大を招いてきた。このような都市構造の変化は、都市施設の維
持管理コストの増大など将来に大きな負担をもたらす可能性が高いため、と富山市は 2005
年前後から都市づくりの発想を大きく転換し、全国に先駆けて「公共交通を軸とした拠点集
中型のコンパクトなまちづくり」を目指すこととして、その中心となる事業として鉄軌道の
利便性向上策を「市の政策として」積極的に推進することに踏み切った。本章では、当時に
おいても現在までの間においてもわが国に他に例がないと言えるそのような施策に踏み切
るまでの経緯やその後の成果をその経験に基づいてとりまとめる。富山市の鉄軌道政策は
都市経営戦略としての積極的な投資であり、赤字補填的な支援に留まっている多くの他都市
の公費負担とは全く異なる考え方であること、実施した政策の内容も他都市ではほとんど
実施されていない施策が多いことを示したうえで、その結果として得られた成果を整理して
その意義について考察する。また、その実践過程においては、わが国における鉄軌道政策の
課題について実感してきたことも多いため、それらを整理するとともに、今後のわが国にお
ける鉄軌道政策に向けての提案を取りまとめる。 
 
  



 20 

3.2 わが国の鉄軌道制度と自治体関与の現状 
 わが国の鉄軌道は一部の公営交通を除いてほぼすべてが民間企業によって運営されてお
り、地方自治体が鉄軌道政策を積極的に行っている事例は極めて少ない。海外においては鉄
軌道に関する計画は公的に策定され、その実施についても国や地方自治体が責任を持ってい
る場合が多い。実際のオペレーターが民間であったとしても、基本的な責任は行政の側が持
っており、そのことによって交通政策と都市政策を一体的に推進することも可能となってい
る。 
 わが国においても、政府がコンパクトプラスネットワークによる都市づくりを進める考
え方を提唱しているように、交通政策と都市政策は一体的に推進されることが望ましいと
考えられてはいるが、そのような政策の中心となるべき鉄軌道に関しては、計画面において
も運営面においても民間企業である鉄軌道事業者が主体となっており、地方自治体が責任を
もって政策的に進める制度とはなっていない。 
 その結果、鉄軌道事業は民間事業としての採算性が最も重要な評価基準となっており、多
くの地方鉄軌道は「赤字」と呼ばれて問題視される事態となっている。また、当面の赤字を
削減するためには、減便や値上げなどのサービス低下を実施せざるを得ず、それが次の利用
者離れにつながりさらなる赤字を招くといういわば「負のスパイラル」に陥っている路線が
多い。さらに、このような負のスパイラルは都市と交通との関係にも波及し、公共交通の衰
退が自動車に依存した低密度な都市構造の拡大を招き、そのことが公共交通のさらなる衰
退を招くという事態にもつながっている。 
 このようなわが国の状況の中で、富山市は全国に先駆けて，「公共交通を軸とした拠点集
中型のコンパクトなまちづくり」を都市政策の基本的方向と位置付け、その中心となる事業
として LRT ネットワークの形成をはじめとする鉄軌道の利便性向上策を「市の政策として」
積極的に推進してきた。その結果、地方都市のなかではいち早く公共交通利用者数の反転増
加を達成するとともに、公共交通沿線地域の人口増加や地価水準の上昇などの成果を残して
きた。このような実績を踏まえると、鉄軌道の価値は事業者にとっての採算のみによって評
価されるべきものではなく、都市全体の価値を高める効果によっても評価すべきであると考
えられる。 
 本章ではまず、富山市がこれまでに行ってきた政策の特徴とその効果を整理するとともに、
それらの政策は、多くの地方都市における鉄軌道政策とは大きく異なる視点から実施して
きたものであることを明らかにする。また、その実践の過程においては、わが国における鉄
軌道政策の課題について実感してきたことも多いため、それらを整理するとともに、今後の
わが国における鉄軌道政策に向けての提案を取りまとめる。 
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3.3 鉄軌道政策を都市政策の中心と位置付けるに至るまでの経緯 
 本節では、富山市が 2000 年頃までの都市政策を大きく転換し、「公共交通を軸とした拠
点集中型のコンパクトなまちづくり」に向けて、鉄軌道政策を市の政策として積極的に実施
するに至った背景と経緯について整理する。 
 
3.3.1 富山市の都市特性と課題 
 地方都市を取り巻く大きな課題認識として、人口減少と超高齢化があげられるが、富山市
も 2045 年には人口が 2000 年比で約 23％減少し、高齢者の割合は約 4 割になると予測さ
れ、それに伴って生産年齢人口の減少による経済の縮小や高齢化による医療費・介護保険給
付等の社会保障費の増大が懸念されていた。 
 また、富山市は、大都市を除く県庁所在都市のなかで可住地面積が 2 位、富山県は、全都
道府県のなかで道路整備率が 1 位、乗用車の１世帯あたり保有台数が 2 位（いずれも 2006
年時点）であり、モータリゼーションの進展に伴って、都市構造は急速に拡散型に向かって
いた。 
 しかしながら従来の都市政策においてはこれらの課題に対して抜本的に対処する方法が
見いだせない状況であった。 
 
3.3.2 「コンパクトなまちづくり」の着想 
 2002 年の富山市長就任後において、まず人口減少・超高齢化といった社会構造の変化や
都市を取り巻く課題を調査した結果、これまでの都市政策の延長では、市街地はより一層外
延化し、過度な自動車利用を前提とした都市構造が形成されることによって、公共交通の衰
退や中心市街地の空洞化のみならず、行政管理コストの増大など都市全体に大きな課題をも
たらすことになると認識した。従来の都市政策を大きく転換する思い切った発想が必要で
あり、すぐに何らかの手を打たなければ将来世代への負担があまりにも大きくなり、持続的
な公的サービスの確保、いわば都市経営が成り立たなくなると考え、その具体的な方策を検
討するため市内部に部局横断的な研究会を立ち上げた。そのなかで、様々なデータを収集・
分析した結果、今後のまちづくりの基本として「コンパクトなまちづくり」を目指すことを
構想した。研究会は、都市や交通に関する部署だけではなく、財務・福祉保健・環境・商工
労働・上下水道・教育等の分野の担当者で構成し、将来の都市のあり方として「コンパクト
化は必須である」という認識を共有した。研究会は若手主体で構成されており、その後の市
政における都市づくりの方向性に関してはこれらのメンバーが中心となって意思統一され
たものとなっていった。 
 図 3-1 は、研究会の検討結果を踏まえて市民とも問題意識を共有するために作成した一連
の図表の１つで、富山市の人口集中地区の人口密度は北陸地方の他都市と比較して極めて
低いうえ、低密度な都市構造となっていると言われている北関東の都市と比較しても低いこ
とを示したものである（筆者，2006）。また、その人口密度は、世帯あたりの乗用車保有台
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数と関係が強いと考えられることを図 3-2 のように示した。 
 さらに、そのような都市構造であることによってどのような問題が発生しているかという
ことを問題意識として共有するために、人口密度と都市施設の維持費用との関係を図 3-3 の
ように示した（筆者，2007）。この図は、人口密度が低いと住民一人あたりの都市施設の維
持費用は著しく増大することを示している。こうした問題意識は、その後においては 2014
年度の国土交通白書に同趣旨の図が掲載されるなど、多くの都市で共有される認識となって
きたが、当時はまだそのような点は一般には認識されている状況ではなかった。実際に富山
市に限らず多くの都市において、郊外での宅地開発や沿道商業立地が頻繁に行われており、
行政としてもそれを必ずしも問題視しているわけではなかった。 
 また、低密度化に起因する問題は、都市施設に関するものだけではなく、市民の日々の生
活に密着したソフトな事業においても発生するものであるとの認識を共有するため、図 3-4
のようにホームヘルパーの派遣時間に占める移動時間の割合をグラフ化するなどして、都市
づくりの発想を転換することの必要性を示した（筆者，2007）。 

 

  

図 3-1 富山市の人口集中地区の人口密度(森 2006) 

図 3-2 乗用車保有台数と人口密度の関係(森 2006) 
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3.3.3 都市構造のコンパクト化を実現するための手法 
 都市構造の転換のための方法を議論するなかで、中心的な課題であることが明らかとな
ってきたのは、モータリゼーションが進行し、過度な自動車依存が進んだことによって都市
構造の低密度拡散化が進んでいるという点である。それを転換するためには、自動車に依存
しなくても暮らせる都市の構築が重要であり、その実現のためには鉄軌道を中心とした公
共交通を利用しやすいものとすることによって公共交通沿線を中心としたまちづくりを進
めることが必要であるとの認識に至った。 
 一方、富山市には、地方都市としては、比較的恵まれた公共交通網が富山駅から放射状に
運行されている。そこで、これらを活用して、全ての鉄軌道（6 路線）と重要な幹線バス路
線（24 路線）を公共交通軸に設定し、その沿線に居住、商業、文化等生活に必要な都市の
諸機能を集積させることで、車を自由に使えない市民も徒歩圏内で日常生活に必要なサー
ビスを享受できる「公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり」を目指すこ
とが可能であると考えた。 
 しかしながら市内の鉄道路線については、すでに赤字が問題視されていた路線も多く、運
行頻度が１時間に１便以下の路線もあるなど都市構造の変化をもたらすほどの利便性は提

図 3-3 人口密度と一人あたり都市施設の維持費用の関係(森 2007) 

図 3-4 ホームヘルパー派遣時間に占める移動時間の割合(森 2007) 
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供されていなかった。そのため、既存の路線を維持することに留まらず、より利便性の高い
サービスを提供することがまず重要であると考えた。しかしながら、それを鉄道事業者が実
施することはわが国の制度の中では難しく、市の政策として積極的に関与することが必要
であると考えた。 
 
3.3.4 基本的考え方の可視化 
 図 3-5 は、研究会を中心に行ってきた議論を踏まえて、将来のまちづくりについての考え
方を表明したものである（筆者，2007）。当時の都市における課題を記したうえで、将来に
向けて「こう変えたい」と明示して、市民に直接訴えた。このなかで、最も大切であるとし
て示したのは「公共交通を日常の足として使えるレベルにすること」であり、軸となる公共
交通は 1 時間に２本の運行本数を目指すことをその具体例として述べている。 
 図 3-6 は、このような考察の結果を、富山市の構造に模式的にあてはめて、具体的な地名
もあげてその基本的な概念を表したものである。鉄軌道と主要バス路線の沿線に都市機能
を集積させる考え方を示したこの図は、2007 年に策定した富山市公共交通活性化計画（富
山市，2007）に最初に掲載したものであるが、その後、多くの文献において引用されている
（例えば、国土交通省，2009，2011）。また、国土交通省が近年推進するコンパクトプラス
ネットワークの考え方の基礎ともなっており、同省の資料にもしばしば引用されている（例
えば、国土交通省，2013）。 

 
図 3-5 将来の都市づくりの考え方を表明した図(森 2007) 
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ｓ 
 
3.3.5 具体的な目標設定 
 富山市の都市政策では、数値データによる検証を一貫して重視してきた。コンパクトシテ
ィ政策の達成度を具体的に測る尺度としては「便利な公共交通沿線に住む人口の割合」を設
定し、富山市都市マスタープラン（富山市，2008）において、その具体的な目標として、2005
年時点の約 28％を 2025 年に約 42％まで引き上げることとした。この目標値は現在も引き
継いでおり、順調に目標を達成しつつある。 
 この目標に向けての具体策は、「公共交通が便利な地域を広げること、すなわち公共交通
を便利にする公共交通施策を実施すること」と、「その周辺に人口を誘導する都市政策を実
施すること」の２つのアプローチとなる。そのなかでもまず重要となるのは鉄軌道の利便性
向上であると考えられるため、他都市においては当時においても現在においても数少ない
と言える鉄軌道への積極的な関与に踏み切った。 
 
  

図 3-6 富山市のコンパクトなまちづくり概念図(富山市 2008) 
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3.4 自治体による鉄軌道政策の具体的展開の状況 
 自治体が直接行っている鉄軌道事業は、公営地下鉄と、昭和期から存続している公営軌道
（函館・熊本・鹿児島の３都市）以外は、2023 年に開業した宇都宮ライトレールのみであ
る。また、実質的に公的資金を投入しているものとしては第三セクターによる鉄道事業と、
民間鉄道事業者に対して欠損補助を行っている例があるが、それらはいずれも事業が赤字で
あることから行政が支援するという考え方に基づいたものであった。 
 それに対して、公的資金投入が赤字補填ではなく、社会資本に対する資金投入であるとい
うことを明示的に述べているものとしては、一畑電車に対して島根県等が実施している「所
有権を移転しない上下分離方式」や、群馬県が上信電鉄等に対して行っている「群馬型上下
分離」と呼ばれる方式がみられる。これらは、欠損補助としてではなく「鉄道基盤は社会資
本の一つである」という考え方に基づくものであり（中川，2007）、このような考え方は 2000
年から 2005 年頃において少しずつ浸透しはじめていた。しかしながら、これらの施策の主
な視点は「路線を維持する」ということにあり、「都市政策の一環としてサービス水準を画
期的に引き上げる」という施策ではなかった。また、いずれも県が主体となった政策であり、
基礎自治体である市が中心となった本格的な鉄軌道政策は、宇都宮ライトレールを除いて、
当時においても現在においてもみられない。 
 富山市が具体的に実施した施策については後述するが、富山ライトレールの整備におい
ては運行本数を３倍強に増加するという画期的な利便性向上を伴っており、車両の更新や駅
の刷新等も行っている。また、路面電車の市内環状線は新規路線を整備したものである。さ
らに、ＪＲ高山線に関する施策は、ＪＲ路線における増便施策であり、いずれも他都市では
ほとんど行われていない施策である。 
 近年、立地適正化計画を策定してコンパクトプラスネットワークを都市づくりの基本とし
ている都市は急速に増加しているが、その中心となるべき鉄軌道施策について、計画のなか
で言及している都市は極めて少ない。国土交通省は、コンパクトプラスネットワークのモデ
ル都市として 26 都市の計画概要を同省の web ページ（国土交通省，2019）で紹介したが、
それらの都市のすべてにおいてＪＲ路線が存在しているにもかかわらず、ＪＲ路線の利便性
向上策を計画概要に記している都市は１つもなかった。また民間鉄道は 15 都市に存在して
いるが、それらのうちで利便性向上策に言及しているのは２都市（和歌山市・高松市）であ
った。このように、わが国においては、公共交通を中心としたコンパクトプラスネットワー
クを目指す都市として国土交通省からモデル都市とされている都市においても、鉄軌道政
策については計画対象にすらなってこなかったことがわかる。これはおそらく関心がないと
いうことではなく、わが国の制度上、鉄軌道政策に自治体が関与することは難しいためであ
ると思われる。 
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3.5 自治体による鉄軌道政策に関する既往研究 
3.5.1 地方都市における鉄軌道政策に関する研究 
 わが国における地方都市の公共交通は利用者の減少が続いてきていると言われており，
国土交通省が発表してきたレポート等においてもそのことを強調する内容のものが多い（例
えば、国土交通省(2016，2019a)）．実際に、多くの地方鉄軌道が危機的な状況にあり、存廃
の議論に至っている路線もあるため、それらに関する論文は多く、例えば、宇都宮（2015）、
川上（2015）、伊藤（2007）、松原（2008）、清水（2016）、清水ら（2021）などがある。経
営面から危機的な状況にある鉄軌道については、存続のためには自治体の関与が必要であ
ることから、これらの論文はいずれも自治体による関与について触れられている。また、そ
のなかで、地方鉄道は採算のみで評価すべきではなく、社会的な価値を評価すべきであると
いう内容が含まれており、自治体が一定の役割を果たしていることが述べられている。これ
らのなかで具体例として取り扱われている路線としては、和歌山電鐵、えちぜん鉄道、ひた
ちなか海浜鉄道、京都丹後鉄道、一畑電車などがあり、いずれも廃線の危機から脱却したこ
とに注目して、自治体の役割が述べられている。しかしながら、これらの事例は「路線の存
続」についての議論が主題である。 
 一方、地方鉄軌道の利便性向上に関しては、大幅な利便性向上が行われた事例自体が少な
いため、研究論文としてもほとんどみられないが、ひたちなか海浜鉄道，えちぜん鉄道など
一部の鉄道においては、自治体と事業者の連携による利便性向上策によって利用者が増加傾
向にあることが報告されている（清水，2016、中川（2020））。また、香川（2008）は、松
浦鉄道の増便に言及しているが、主に会社としての経営的視点から述べられたものである。 
 このように、路線の存続・維持対策として自治体の関与が述べられているものは多いが、
自治体による積極的な政策としての鉄軌道の利便性向上策について論じられている論文は、
次に述べる富山ライトレールを対象としたもの以外にはみられない。 
 
3.5.2 富山市の鉄軌道政策に関する既存研究 
 富山市のＬＲＴネットワーク整備として最初に取り組んだ富山ライトレールは，2006 年
にわが国初の本格的な LRT として開業したものであり、開業までの経緯や、その後の利用
状況、開業の意義などについては多くの論文で紹介されている。 
 富山市の担当者も積極的に論文を投稿して、プロジェクトの意義を発信してきた。例えば、
全体の考え方を述べたものとしては筆者 （2013，2016）がある。また、開業当初において、
プロジェクトの意義を考察した望月ら（2007a，b）の研究があり、その後の経過や事業の成
果について述べたものとして、高森（2017）、谷口（2019a，b，2020）、吉川ら（2017）に
よるものがある。また、一連の政策の考え方の全体を取りまとめたものとして、都市経営と
の関連については神田（2013）、都市整備との関連については京田（2013）、歴史的視点も
含めた富山市の一連の都市計画の流れの中でプロジェクトを位置付けた本田（2020）があ
る。 
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 さらに、市の関係者以外による論文も多く、宇都宮（2017）、實（2014）、鈴木ら（2012）
などが政策の意義や効果などに関する研究を行っている。都市政策との関連も含めた書籍と
してまとめたものとしては中島ら（2020）がある。また、このほか、雑誌・新聞等において
紹介・考察された記事は極めて多い。 
 このように富山市の交通政策や都市政策との関連を述べた論文は少なくないが、本章は
特に鉄軌道政策に焦点をあてて、他の都市の鉄軌道政策との考え方の違いを明らかにした
うえでその成果を整理し、さらにわが国の今後の鉄軌道政策についての考察を行う点でこれ
までの研究とは異なる視点から構成されている。 
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3.6 富山市が実施してきた鉄軌道政策 
 富山市が実施してきた鉄軌道政策についてはすでに様々な文献で紹介されているため、
本節ではプロジェクトの内容説明は最小限にとどめ、わが国の鉄軌道政策全般の中での重要
性や、実施にあたって実感した制度上の課題などについて主に言及する。 
 
(1) 富山ライトレール（2006 年運行開始） 
 まず、最初に実施したのは赤字ローカル線であったＪＲ富山港線を路面電車化した富山ラ
イトレールであった。北陸新幹線整備にあわせて富山駅周辺の連続立体交差事業のためＪ
Ｒ富山港線を廃止してバス代替とすることも選択肢としてあげられていたが、「路面電車
化」、「高架化」、「バス代替」の３案を比較したうえで路面電車化することとした。表 3-1 は、
3 案の比較を行った「富山港線路面電車化に関する検討報告書（富山港線路面電車化検討委
員会，2006）」における費用便益分析の結果である。費用の欄にあるように「事業収支」は
鉄道を廃止してバス代替とする方が明らかに優れているという結果となっているが、社会的
便益を計算した結果、純便益は路面電車化の方が大きいことからこの案を採用している。ま
た、同報告書の中では、事業収支がマイナスであることに関して「公共は、施設整備と維持・
管理及び更新・改良に責任を持つ」と明記し、赤字補填的な公共の支援は行わないことも記
している。費用便益分析については現在では一般的に行われており、当時においても考え方
は知られていたものの、赤字を理由に鉄軌道の廃止が相次いでいた時期であったことから
もわかるように、実際の意思決定においては採算性分析の結果が重視されていたのが実態
であった。富山港線の場合は、採算は厳しいということを明記したうえで、便益が大きいこ
とを評価して実施するとしたものであり、廃止された多くの鉄道路線とは大きく異なる意
思決定の内容であった。 
 また、自治体によるＪＲ路線の引き受けは、整備新幹線の並行在来線以外では初めてであ
りその後においても例はない。ＪＲ路線を引き継ぐための制度は全くなく、難しい協議が必
要であったが、このプロジェクトが円滑に実施できなければ北陸新幹線の開業が遅れるこ
とから、国・県・ＪＲなどとも協力して早期開業に積極的に取り組む環境があったことが大
きなカギであったと言える。しかしながら、その後においても同様の例がないことからも現
行制度においては極めて難しい事業であったと言える。 
 さらに、路面電車化の際に運行本数を３倍強に引き上げたが、このような大幅な利便性向
上についても他の地方鉄軌道ではその後においても例がない。 
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（2）市内電車の環状化（2009 年運行開始） 
 次に取り組んだのが、市内電車環状線化事業であった(図 3-7)。この事業は、中心市街地
において既存の市内電車の一部を約 900m 延伸し、路面電車のサークルを作り出すことで、
回遊性と利便性の向上を図り、中心市街地を活性化させることを目的としたものである。 
 整備にあたっては、路面電車では全国初となる「上下分離方式」により市が施設を整備・
保有し、交通事業者が運行を行うことで経営の安定を図るとともに、バリアフリー化や低床
車両での運行、パターンダイヤの採用など利便性を大きく向上させた。また、トータルデザ
インの導入や、将来のトランジットモール化を想定した街路空間との一体的な整備など、
LRT を活用した魅力ある都市景観を創出することを目指した。 
 当時は、軌道においては上下分離が制度化されておらず、国に制度化を働きかけた結果、
その第一号に認定を受けて実施したものである。 
 
  

表 3-1 富山ライトレールの費用便益分析結果 
(単位：億円) 
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（3）路面電車の富山駅構内延伸（2015 年新電停開設） 
 富山駅より北に富山ライトレールが開業したことで、南側で運行されてきた従来からの
路面電車と合わせて富山駅の南北に路面電車が存在することとなったため、それを駅構内
で接続することを富山ライトレールの計画当初から構想していた。北陸新幹線の整備に合
わせて並行在来線である北陸本線（現「あいの風とやま鉄道」）の高架化を連続立体交差事
業として実施し、その高架下で南北の両線を接続することとした。既存の路面電車について
は高架化の進捗に合わせて段階的に駅構内に延伸しながら利便性を向上させる方式をとっ
た。 
 その路面電車南北接続事業の第 1 期事業として、2015 年 3 月に富山駅構内に「富山駅新
電停」を開業した。それまでは駅前広場の外側に位置していた路面電車の電停を新幹線高架
下まで延伸させたものである。新たに設置した電停は、同時期に開業した新幹線改札口から
40m 足らずであり、改札口を出る前から見える距離とした。 
 この事業によって、在来線を含めた他の鉄道との乗り継ぎが格段に便利になるとともに、
雨や雪に濡れずに乗車待ちができるなど利用環境が大幅に改善された。  

図 3-7 路面電車ネットワークの概略図 
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（4）路面電車の南北接続（2020 年完了） 
 連続立体交差事業によって新幹線と並行する「あいの風とやま鉄道」も高架化されたこと
によって、南北の路面電車を富山駅の構内で接続した。 
 明治期に鉄道によって市街地が南北に分断されて以来、富山市として 100 年来の悲願で
あったとも言える分断解消が実現したもので、これらの経緯やその意義については本田
（2020）が詳述している。 
 また、この事業によって駅前広場と駅構内の空間は一体化し、北陸新幹線とあいの風とや
ま鉄道の改札口、路面電車の電停、バス・タクシーの乗降場、一般乗用車の乗降場と駅前広
場周辺の街がすべて平面で結ばれる、いわばフルフラットの構造となった。これは南北のメ
インとなる駅前広場には一般車両を乗り入れない設計としたことによって実現したもので
ある。東北・上越・山陽新幹線等の駅前広場はほぼすべて自動車の動線を中心に考えられた
立体構造であり、歩行者にとっては移動や乗り換えの際に段差が生じているのに対して、富
山駅はフラットな構造としており、近年の世界的な駅前広場設計の考え方に合致するもの
となっている。 
 また、高速鉄道の駅の構内において路面電車が接続されるのは日本では初めてであり、海
外においても平面での接続は珍しいと考えられる。 
 
（5）ＪＲ高山線の増便（2006 年から実施） 
 以上のＬＲＴネットワーク構築に比較すると文献等で紹介された事例は少ないが、これ
らのプロジェクトと並行してＪＲ高山線（富山駅・越中八尾駅間）において 2006 年から一
貫して増便政策を実施している(図 3-8)。また、2008 年に社会実験による期間限定駅として
婦中鵜坂駅を設置し、あらかじめ定められた常設化のための利用者数の条件もクリアして、
2014 年に常設駅となった。さらに、同駅を含む各駅にパークアンドライド駐車場の設置も
行っている。 
 新駅の設置については他の自治体においても事例はあるが、列車の増便をＪＲ路線にお
いて自治体の政策として長年実施してきている事例は全国的にも珍しいと考えられる。前例
もなく制度化されているものでもないため、実現にあたっては難しい点もあったが、毎年協
議のうえ継続している。 
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図 3-8 高山線(JR西日本区間)の概略図 
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3.7 実施してきた鉄軌道政策の効果 
 富山市が実施してきた鉄軌道政策の効果についても多くの文献で紹介されているため簡
潔に述べるにとどめ、重要な点を示すとともに、他路線との比較について主に考察する。 
 
3.7.1 富山ライトレール整備による効果 
 2006 年 4 月に開業した富山ライトレールは、利用者の減少が続いていた JR 富山港線を、
国内初の本格的 LRT システムへと蘇らせたものである。 
 
（1）輸送密度と乗車人数の大幅増 
 輸送密度は、2005 年の 1,975 人から 2018 年の 3,601 人へと 1.65 倍に増加した。この増
加率は、2005 年度に輸送密度 2 万人以下であったＪＲの 128 路線における 2018 年度まで
の増加率の平均である 0.85 倍を大きく上回ることはもちろん 128 路線中の第１位であり、
第２位で 1.34 倍の博多南線をも大きく引き離している。地方都市の鉄道利用者数は減少す
ることが必然であるかのような論調も少なくないが、利便性を向上させれば大きく増加す
る可能性があることを示したことは極めて重要であると考える。 
 また、乗車人数は図 3-9 に示したように平日 4,800 人程度、休日 3,200 人程度で推移して
おり、ＪＲ時代に比べて平日約 2 倍，休日では約 3.3 倍と大幅に増加している。なお、輸送
密度の増加率よりも乗車人数の増加率が大きいのは、日常の短距離利用が増加したためで
あると考えられ、このことも「自動車に頼らなくても暮らせるまちづくり」という政策目標
に合致するものであると考える。 

 

 
（2）利用内容の顕著な変化 
 利用者の属性は、図 3-10 に示すように年代別では 50 歳～70 歳代の増加が顕著であるう

図 3-9 富山ライトレール 1日当たり利用者数の推移 
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え、30 歳代・40 歳代の増加率も高い。また、時間帯別にみると、昼間は 4～５倍に増加し
ており、夕方・夜間の伸び率も大きい。この路線と同程度の利便性向上施策はわが国の地方
都市の路線ではほとんど行われていないが、利便性を向上させればこれらの年齢層や時間
帯に大きな伸びの可能性があることを実際に示したことは大きな成果であると考える。 
 富山ライトレール整備前の利用交通手段は図 3-11 に示すように、自動車が約 11％、新規
利用（それまでは移動自体を行っていなかった人の利用）が約 20％など、鉄道・バス以外の
利用であった人が約 40%を占めている。 
 また、市全体の住宅着工件数が減少傾向にあったなかで、沿線での住宅着工件数の増加も
顕著に表れた。近年においては、地価が大幅に増加している地点も多く、公共交通の利便性
を高めることによってその沿線に人口を誘導するという当初の目標は着実に実現されてい
る状況にある。 

  

図 3-10 年代別・時間帯別利用者数の変化と増加率 

年代別利用者数の変化と増加率 
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3.7.2 市内電車環状線整備による効果 
（1）外出スタイルの変化 

環状線開業後の利用者は約 2,200 人/日であり、市が実施したアンケート調査によると、
女性がその 7 割を占めている。買い物を主目的とした外出が増加しており、それに合わせ
て飲食する割合も高くなっている。また、中心市街地に車で来街する人と比べ、滞在時間、
来街頻度、消費金額ともに多くなっている。まちづくりと一体となった魅力的で利便性の高
い公共交通を整備することは、まちの活性化はもとより、市民のライフスタイルに大きな変
化をもたらしていると考えられる。また、長年減を続けてきた中心市街地の商店街の歩行者
数も増加に転じている。 
 
（2）市内電車全体への効果 
 さらに，長年減少傾向が続いていた富山地方鉄道の市内電車の１日当たり利用者数も図
3-12 からわかるように 2006 年に下げ止ってその後上昇に転じており、環状線開業の 2009
年以降は増加の度合いも大きくなっている。路面電車の利用者数の反転増加の時期は、公共
交通を軸としたまちづくりへの転換期と合致しているとともに、路面電車環状化が加わって
さらに大きな効果が発生していることがわかる。 
  

図 3-11 富山ライトレール利用者の整備前の移動手段 
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3.7.3 富山駅構内延伸による効果 
 富山駅構内への路面電車の延伸によって、電車待ち環境の大幅な改善が図られた結果、前
述の図 3-12 からわかるように、2015 年にもう一段の伸びがみられる。この増加については
同年の北陸新幹線開業による効果も含まれていると考えられるが、市内電車利用者へのア
ンケート結果（富山市，2018）によると，利用が増加した理由は図 3-13 のように「乗継利
便性の向上」や「快適性の向上」との回答が多数を占めている。 

 
 
  

図 3-12 市内電車 1日当たり利用者数の推移 

図 3-13 富山駅新電停開業後に利用が増加した理由 
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3.7.4 路面電車南北接続による効果 
 2020 年に南北の路面電車が富山駅構内で接続されたことによって利便性はあらためて格
段に向上したためその効果は大きいものと考えられるが、開業直後から新型コロナウイル
ス感染症が全国に拡大して今日に至っている。そのため、十分な効果が発揮できていない状
況であると考えられるにもかかわらず、2022 年 8 月・9 月に富山市が実施した「富山市の
公共交通に関する市民意識調査」 （富山市,2022）において、富山駅の南北を跨ぐ路面電車の
利用者数は、南北接続前でコロナの影響を受けていない 2019 年の同時期と比較して、平日
約 2.4 倍、休日約 2.8 倍に増加したことがわかった。また、同時期に実施したアンケートで
は、路面電車沿線住民の 79％が「路面電車沿線の住みやすさが向上した」、85％が「路面電
車沿線のイメージが向上した」と回答した。 
 
3.7.5 ＪＲ高山線増便による効果 
 ＪＲ高山線については、2006 年度から増便実験を開始し、2008 年度から 2010 年度まで
は富山駅・越中八尾駅間において概ね 30 分間隔、その後は同区間において往復４便の増便
を継続的に実施している。また、新駅の設置、パークアンドライド駐車場の整備等も行った。 
 高山線の輸送密度は富山駅・猪谷駅間で発表されており、その一部区間である富山駅・越
中八尾駅間では算出されていないが、富山駅・猪谷駅間の数値でみても 2005 年度の 1,675
人から 2018 年度の 2,202 人まで 1.315 倍に増加している。（富山駅・越中八尾駅間の増加
率はさらに大きいと考えられる） 
 図 3-14 に、3.7 (1) にあげたＪＲの 128 路線の増加率の上位 5 路線を示したが、富山港
線（富山ライトレール）の 1.656 倍、博多南線の 1.345 倍に次いて第３位であり、全国的に
みても大変高い値となっている。 

 
  

図 3-14 ＪＲ路線の輸送密度の増加率 
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3.7.6 ネットワーク形成効果 
 以上のように、個々の鉄軌道政策はそれぞれ十分な効果が得られていると考えるが、それ
に加えて公共交通ネットワーク全体に対して重要な効果をもたらしている。 
 
（1）全国の地方鉄道における特筆すべき利用者増加効果 
 表 3-2 は、前述した全国のＪＲ128 路線に、国土交通省が地域鉄道と定義している 99 路
線（2018 年時点）を加えた 227 路線の 2005 年度から 2018 年度までの輸送密度の増加率の
上位 25 路線を示したものである。ＪＲ路線のなかで１位の(旧)富山港線・富山ライトレー
ルが全体でも１位、ＪＲ路線で３位の高山線が全体の 8 位であるほか、富山地方鉄道上滝
線、軌道線、立山線、不二越線が 25 位以内のリストに入っている。 
 富山地方鉄道本線が富山市内の路線では唯一このリストには入っていないが、それでも全
体の 72 位で、上位 3 分の 1 以内に入っている。これらの路線においても増便実験、新駅設
置、モビリティマネジメントなど様々な施策を行っており、公共交通沿線地域への立地誘導
のための補助政策なども含めた総合的なコンパクトシティ政策の成果がデータとして顕著
に表れている。 
 

  

表 3-2 地方鉄軌道路線の輸送密度の増加率 
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（2）県全体への波及効果 
 富山県全体でみた場合にも、県内の公共交通利用者数は地方としては珍しく近年増加を
続けてきており、コロナ禍の影響を受ける以前の 2017 年の公共交通利用者数は 4,772 万人
と、2003 年の 4,426 万人を大きく上回るまで回復していた。これは全国のデータとは明ら
かに異なる傾向である。北陸新幹線の開業効果もあるが、利用者数の反転上昇は新幹線開業
前から始まっており、県庁所在都市である富山市において駅から市内の各所に公共交通でア
クセスできる環境を整えてきた効果は大きいと考えられる。 
 
3.7.7 ライフスタイル・シビックプライドの形成 
（1）利用者・市民のライフスタイルの変化 
 富山ライトレール沿線に住む高齢者へのアンケート調査結果（宇都宮ら，2017）によれ
ば、回答者の約 54％が富山ライトレールの利用によって、外出機会の増加や習い事、地域
行事などへの積極的参加など「自分の行動に変化があった」と回答している。さらに，回答
者の約 3 割が、友人・知人と会う回数の増加など「他人との関わりあいに変化があった」と
回答しているなど、利用者自体の行動の変化やそれに基づくソーシャル・キャピタル（社会
的“絆”）の醸成にもつながっているものと考えられる。 
 
（2）イベント回数の変化 
 市内電車沿線に立地する公共施設 4 か所（グランドプラザ、富山駅南口広場・自由通路，
ウエストプラザ、富山城址公園）における 2018 年度のイベント実施件数は 2014 年に比べ
て大幅に増加したが、このうち酒類の提供・販売を伴うイベントの開催件数についても、 
図 3-15 に示すように大きく増加している。4 か所のうち富山城址公園を除く 3 か所は、い
ずれも路面電車停留場のほぼ正面に立地しており、この 3 か所で全体の 9 割以上を占めて
いる。 

  

図 3-15 市内電車沿線の公共施設における酒類の提供を伴うベント数の推移 
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（3）公共交通利用のステータスの変化 
 デザイン性にも優れた富山ライトレールの整備により、利用目的に「乗車自体」という新
たな形態も生まれている。視察による乗車は開業以来継続的に続いているほか、富山ライト
レール車両を借り切った結婚式なども行われている。日常生活においても、乗り心地やデザ
インに優れた新型のＬＲＴ車両に乗っていることや、読書やスマホを操作しながら通勤でき
ることなどから、ＬＲＴで通勤することを 1 つのステータスと考える人も確実に存在して
いる。 
 これらの要因による利用者の増加は、現場レベルの「肌感覚」によれば明らかに存在して
いると考えるが、従来の需要予測には、適切に反映されているとは言えないと考えられるた
め、本研究のような現場レベルでの知見の蓄積は重要であると考える。 
 
（4）シティプロモーション 
 継続的に実施してきたこれらの政策の成果は、OECD の「コンパクトシティ政策報告書
（OECD，2012）」において世界の先進 5 都市に取り上げられたことや、ロックフェラー財
団の「100 のレジリエント・シティ」に選定されたことなどに見られるように国際的にも評
価されるようになっている。世界銀行のケーススタディブック（World Bank Tokyo Learning 
Center，2020）においても紹介されている。また、それらに関連する国際会議にもしばしば
招聘され、首長自らが一連の政策の成果を発信してきたことがさらに国際的な評価を高め
るとともに、そのことが市民のシビックプライドの形成につながるなど、プラスの循環をも
たらしてきた点も本政策のダイナミズムの１つであると考える。 
 
3.7.8 都市経営全般における効果 
 都市構造の変化がもたらす効果は多様であるが、それらの全体を含めて都市の価値を反
映する指標であると考えられる「地価」による検証も様々な形で行ってきた。地価分析の一
例として、都道府県の最高地価を政令指定都市のない 31 県のなかでの順位で比較すると、
図 3-16 に示すように 1990 年に 16 位であった富山県は、都市の拡散化が進む中で順位を落
として、2005 年には 22 位まで後退していたが、都市政策の転換後には明白に上昇に転じ、
2020 年には 9 位まで上昇している。 
 富山駅を中心とした鉄軌道ネットワークを市の政策として実施してきたことの成果であ
り、これによってもたらされている固定資産税・都市計画税の下支え・上昇効果は顕著であ
ると考える。富山市の場合、中心市街地の面積は全市の面積の 0.4％であるが、このエリア
における固定資産税と都市計画税は全市の 22.2％を占めており、そのエリアの地価水準を
支えている効果は大きい。 
 31 県の最高地価の 2005 年から 2020 年までの増減率の平均は 0.897 であり、富山市は
1.258 であることから、富山市の地価水準は 31 県の平均の 1.402 倍である。富山市の固定
資産税・都市計画税の税収は、346.5 億円（2018 年度）であり中心市街地からは 76.9 億円
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である。地価の伸び率が他都市の平均の 1.402 倍であることを考えると、政策を実施してい
なかった場合と比較すれば大きな税収増効果が発生していると考えられる。 

 
 
  

図 3-16 都道府県最高地価の順位(政令指定都市のない 31県) 
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3.8 実践から得られた知見と今後に向けて 
3.8.1 地方鉄軌道に対する評価の視点 
 富山市で実践してきた鉄軌道政策は大きな成果を収めてきたと考えているが、富山ライト
レール開業から 20 年近く経過してもそれに続いてＬＲＴを整備した都市は宇都宮市がある
のみである。民間からの提言や首長等による構想案は数多くあるが、具体的な議論が進んで
いると言える都市もない状況であり、この 20 年程度の間に急速に普及してきた海外とはあ
まりにも対照的である。またＬＲＴに留まらず地方の鉄軌道全般において近年大きく利便
性を向上させた路線は富山ライトレール以外にはなく、この点においても他国からは大き
く遅れている。 
 鉄軌道をはじめとする公共交通において最も重要なことは、住民にとって必要な交通サー
ビスを提供することであって、事業採算性のみによってその価値が判断されるべきものでは
ないという欧州をはじめとする多くの国で当然と考えられていることが、わが国ではそう
ではない。そのため、新たな鉄軌道政策を実施しようとすれば首長はそのような基本的なこ
との説明から始める必要がある。富山市では市長自身が出向いたタウンミーティングを 120
回以上実施して説明を重ねたが、それでも多くの市民やマスコミに考え方が浸透するまで
には何年も要した。富山ライトレール開業以前にも説明を重ねたが、開業時のマスコミ等か
らの質問はやはり採算に関することが多かった。富山市では市民や議会の理解は高まってい
ると感じられるが、他の都市では同様の政策がほとんど行われていない事実からも、「鉄軌
道政策は自治体が実施する公共政策であるとはみなされていない」というわが国全体にお
ける考え方は当時と基本的には変わっていないと考えざるを得ない。 
  「鉄軌道の価値を事業採算性で評価するという発想自体を大きく変えなければ、欧州等と
の差は開くばかりであり、将来の市民に対しても大きな負担をもたらす結果につながる」と
いうことを市民やマスコミが納得するまで説明することは個々の自治体の努力では難しく、
国が中心となって考え方を抜本的に変える必要があると考える。 
 
3.8.2 事業認可と評価マニュアルの考え方 
 国の鉄軌道認可の基準や鉄軌道整備に対する評価マニュアルの考え方も当時と大きくは
変わっていない。富山ライトレールは、当時のマニュアルであった「鉄道プロジェクトの費
用対効果マニュアル 99」に従って、複数の案を対象として事業採算性分析や費用便益分析
を実施した（富山港線路面電車化検討委員会，2004）。分析結果についてはすでに述べたよ
うに、「事業採算性はマイナスであるが、便益が費用を上回る」として実行することを決め
た。 
 このときに、社会的便益として計測したのは、表 3-1 にすでに示したように、利用者に帰
属する便益として、「所要時間短縮」と「移動費用低減」、その他の主体に帰属する便益 と
して、「交通事故軽減」、「CO2 排出等削減」、「道路混雑緩和便益」である。その結果、便益
が大きいとしてプロジェクトを実行することになったことを考えれば、これらの分析は一定
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の役割を果たしたと言える。しかしながら、現時点において振り返ってみると、前章で示し
たような便益のうちの多くがこの計算には入っていないことがわかる。 
 例えば、富山市が最も重要な点として重視してきた都市経営的な視点からの「固定資産税
の上昇もしくは下支え効果」などはマニュアルに従って算出した便益には含まれておらず、
「シビックプライドの醸成」など、大きな成果の１つであると考えている内容も含まれてい
ない。すなわち、実際には評価マニュアルに従って計測した便益を大きく上回る便益が得ら
れていることは確実であると考える。 
 過大評価は避けるべきであることは当然であるが、過小評価もまた市民の利益にならな
い。ＬＲＴをはじめとする公共交通システムの整備が進む諸外国と比較して、わが国の整備
が進まないことも合わせて考えると、都市における鉄軌道政策は、わが国においては過小評
価されていると言えるのではないかと考えられる。少なくとも、富山市の実際のデータは大
きな効果があったことを明確に示しており、これらの実績はマニュアル等に反映されるな
ど、今後の鉄軌道政策に活かされるべきであると考える。 
 
3.8.3 自治体による鉄軌道政策に関する制度 
 わが国では、鉄軌道政策は自治体が行う政策であるとは考えられてこなかったため、国に
よる制度は整っていない。富山市における実践から得られた知見として、下記のような制度
に関して検討すべきであると考える。 
 
（1）鉄軌道のサービス水準に関する制度 
 「便利な公共交通沿線地域に暮らす住民の割合」として設定した目標は、20 年近くが経
過して構想当初の目標に近づいており、「こう変えたい」と考えた方向には着実に進んでい
る。しかしながら、公共交通を軸としたコンパクトシティ政策の中心である鉄軌道の利便性
向上についてはすべての目標が達成できているわけではない。とりわけ、「軸となる公共交
通は１時間に２本以上とする」とした点など、公共交通のサービス水準に関する点について
は達成できていない路線がある。 
 実質的に公有化に近い形とした富山ライトレールと市内環状線については、都市内鉄道
として十分機能する運行本数を確保できたが、事業者が運行する路線ではまだ達成できて
いない。鉄軌道事業者との交渉は制度もないため協議は容易ではない。自治体が自治体の負
担によって利便性を向上させることは鉄軌道事業者にとってもプラスであるはずであるに
もかかわらす、わが国ではほとんど進んでいない。 
 欧州等では自治体が公共交通のサービス水準を定めて一定の責任を持つＰＳＯ（Public 
Service Obligation）の考え方が定着しており（European Union (2017) )、鉄道事業者とサ
ービス水準について協議して協定を結ぶことが行われている。富山市ではＪＲ高山線にお
いて増便のための運行経費を支出しているが、協議の際の基準はなく、他にも事例は少なく、
金額の妥当性等を検証する手段もない。海外ではごく普通に実施されている手法であり、こ
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のような方法を実施できるような国の制度の確立が必要であると考える。 
（2）長期的視点からの法定計画 
 都市構造の変化は大変ゆるやかであり長期的な都市づくりが重要である。「ぶれずに」継
続させていくことが大切であるため、都市づくりに関する政策は首長が交代しても継続性
を保つことができるようにする必要がある。道路や公園に関する計画は、都市計画制度によ
って継続性が担保される仕組みとなっているが、公共交通に関してはそのような制度が整備
されていない。近年、立地適正化計画と地域公共交通網形成計画が制度化されたが、実効性
に疑問があるとの指摘も少なくないうえ、両者の関係も曖昧である。また、いずれの計画に
おいても本来主役となるべき鉄軌道政策に触れている都市はほとんどなく、特にＪＲ線に
関しては筆者らの知る限り皆無である。「公共交通を軸とした長期的な都市づくりに関する
計画」について、自治体が主体的に取り組むことができる制度が必要であると考える。 
 
3.8.4 鉄軌道政策に対する公費負担 
 わが国の地方公共交通が停滞している原因は財源上の課題であるという指摘は多い。財
源の面からみて実践で感じたこととして以下の点をあげることができる。 
 
（1）公費負担の考え方 
 わが国では自治体による鉄軌道への負担は、赤字補填の考え方が基本であるため「支援」
と呼ばれている。富山市は「市の政策として実施」しており、事業者に対する支援ではない。
いずれも公費で負担していることには変わりはないが、論理が全く異なると言える。 
 公共交通の利便性向上に対する公費の支出と赤字に対する支援との大きな違いは、「赤字
補填は少ないほど良い」のに対して、市民の利便性向上への投資は、少ない方がよいとは限
らないという点である。 
 自治体による鉄軌道への公費による支出は、都市経営の一環として市民全体の便益が長
期的にみて正であるものについては、積極的に実施すべきである。便益が正で採算がとれな
い事業こそまさに自治体が実施すべき政策である。採算も便益も正になることを前提とし
たわが国の鉄軌道に対する考え方は地方においてはすでに成立していないと考えるべきで
あり、鉄軌道を事業者に任せるという制度は、総人口減少期において地方都市が適切な都
市・交通政策を計画・実行することをむしろ難しくしていると言える。 
 海外では鉄軌道に対して公共が責任を持つことによって、地方においても鉄道の活性化と
都市の活性化の好循環が生まれていると評価されており、カーボンニュートラルを目指す
うえでも、鉄軌道に公費を投入することは当然の方向と考えられている（European 
Parliament (2021)）。わが国においても、ＪＲの地方路線も含めた鉄軌道全般について、国
と自治体の適切な参画を可能とする制度が必要であると考える。 
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（2）公共交通に対する自主財源の整備 
 自治体が鉄軌道事業に取り組む手法の１つとして「鉄道事業再構築事業」が創設されてい
るが、これは「継続が困難または困難となる恐れがある旅客鉄道事業」を対象としたもので
あり、都市政策的に積極的な利便性向上に向かう事業内容ではない。 
 一方で、鉄軌道の路盤施設や橋梁などの老朽化は深刻な問題であり、民間企業で支えられ
るものではなくなっているという現実もあるにもかかわらず社会資本としての鉄道に対す
る公的財源は極めて希薄である。 
 ＥＵは 2021 年を Year of Rail と定めているように、鉄道整備に対する公的な制度と財源
の充実を進めている。米国・中国等においても積極的な鉄道投資が行われており、わが国に
おいてもまず国の方針として鉄軌道財源について検討する必要があると考える。 
 また、地方の自主財源についても検討する必要がある。現在わが国では、自治体が鉄軌道
に対して使える特別な財源はないが、海外においては固定資産税の増加額の一部を債権化
して財源とする制度 (TIF・税増収債権)や、フランスの交通税(Versement Mobilité)などの
制度がある（宇都宮 (2020)）。わが国においても専門家の間ではそれらの可能性と必要性に
ついて長年議論されてきているようであるが、実現はしていない。 
 日本の現行の税財政制度においても、課税自主権や法定外目的税・超過課税が認められて
おり、それらを活用した自治体の自主財源を生み出す方法はあると考えられる。 
 
3.8.5 合意形成と意思決定 
 現在のわが国の制度の中では、自治体による鉄軌道政策の実施は首長にとって大変な労力
を必要とするものとなっている。法的な計画策定手法はなく、特定の財源もない。その状況
下において、鉄軌道政策を実施するために首長として必要になると考えることについて述
べる。 
 まず、プロジェクトの推進においては個々のプロジェクトの実施ではなく、都市づくりに
対する全体のビジョンを提示できていることが重要であると考える。富山ライトレールを
実施した際には、「コンパクトなまちづくりに向けてのリーディングプロジェクト」として
その意義を説明した。ライトレール沿線住民は、市民全体の 10%程度であり、その地域だ
けにメリットがあるプロジェクトでは市民全体の合意形成は難しい。それまでの都市づく
りの方向とは全く異なる発想であり、他都市では実施されていない内容であったことから、
全体のビジョンを示したうえで、「こう変えたい」という意思の下に行う一連の施策の中で
の最初の一歩であることが伝わることが重要であったと考える。 
 その後のプロジェクトも含めてそれぞれの意思決定においては、需要予測分析、費用対効
果分析などの定量分析を実施し、それらは合意形成に一定の役割を果たしたとは言えるも
のの、それだけでは必ずしも説得力が高いとは言えない。むしろシビックプライドなどマニ
ュアルにはなく定量化されない項目であっても、首長としての考え方を明確にして強い信念
で語れば、市民や議会において説得力があったと考えている。 
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 一方、どのように説明・説得を重ねても 100％の賛同はありえない。多くの市民が納得す
ることが重要であるとともに、現在の市民のことだけではなく、「将来の市民のこと」も考
える必要がある。首長は、「今の市民に嫌がられたとしても将来の市民には大事なこともあ
る」ということを意識して仕事をすべきであると考える。 
 わが国において自治体による鉄軌道政策が進まないのは、予算使途の配分を大きく変え
ることは難しいということもあると考えられるが、それだけに政治の決断こそが重要であ
り、首長の想い、信念を伝えることが重要であると考える。 
 
3.8.6 本章における提案内容のまとめ 
 本章における提案内容は以下のように整理できる。 
①鉄軌道の価値を事業採算性で評価するという発想を大きく変えなければ、欧州等との差

は開くばかりであり、国が中心となって考え方を抜本的に変える必要があると考える。 
②富山市の鉄軌道政策は費用便益分析による評価を大きく上回る便益を発生させていると

考えられ、このような実績は鉄道評価マニュアル等に反映されるなど、今後の鉄軌道政策
に活かされるべきであると考える。 

③欧州等では自治体が公共交通のサービス水準を定めて一定の責任を持つＰＳＯの考え方
が定着しており、鉄道事業者と自治体の間でそのような協議を行うことができるような国
の制度の確立が必要であると考える。 

④公共交通においても都市計画と同様に、長期的に継続される法定計画制度が必要である
と考える。 

⑤自治体による鉄軌道への負担は赤字補填であるという考え方から、自治体による公共政
策であるという考え方に改め、ＪＲの地方路線も含めた鉄軌道全般について、国と自治体
の適切な参画を可能とする制度が必要であると考える。 

⑥多くの国で鉄道の利便性向上に対する公的な制度と財源の充実が進められている状況に
あり、わが国においてもまず国の方針として鉄軌道財源を充実させ、地方自治体の鉄軌道
政策を支援する必要があると考える。 

⑦地方自治体が鉄軌道に対して使える特別な財源はないことから課税自主権や法定外目的
税・超過課税等を活用した自治体の自主財源を生み出す方法も検討されるべきであると
考える。 
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3.9 結語 
 本章は、実際に自治体としての鉄軌道政策を実施してきた経験に基づく知見をとりまとめ
たものである。まず、富山市の鉄軌道政策は都市経営戦略としての積極的な投資であり、赤
字補填的な支援に留まっている他都市の公費負担とは全く異なる考え方であることを示し
た。また、実施した政策の内容も他都市では当時においても現在までの間においても実施さ
れていない施策が多いうえ、その結果として得られた成果も大きいことを示した。例えば、
鉄軌道の利用者数の伸びにおいて市内の各路線は全国の地方鉄道のなかでいずれも上位で
あるうえ、昼間時間帯や高齢者の利用が大幅に伸びているということも実績として示した。
また、これらの一連の成果は交通面に留まらず、地価水準の上昇など都市経営的な視点から
も着実な成果がみられることを示した。 
 さらに、自治体における鉄軌道政策の今後については、鉄軌道に関する制度や財源、およ
び合意形成のあり方について政策を実施するなかから得られた知見を整理して提案した。 
 富山市は、行政の熱意・信念と、科学的・定量的な分析の両方を示してきており、これら
の実績はわが国の鉄軌道政策を大きく変える可能性もあると考えてきたが、いまだに多くの
都市が同様の政策に向かうという状況ではないことも踏まえて、本章ではあらためてこれま
での知見を取りまとめた。 
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第４章 都市経営からみたコンパクトシティ政策の長期的便益の計測 ―富山
市による鉄軌道への先行投資の考え方とその成果― 

4.1 都市経営の視点からコンパクトシティ政策の長期的便益 
4.1.1 本章の目的と内容 

人口減少社会において持続可能な都市を構築するためには、都市のコンパクト化が必須
であるという考え方は近年少しずつ浸透してきており、コンパクトアンドネットワーク政策
を都市政策の基本とする都市も増えてきている。この政策は、市街地の拡大を抑え都市を集
約化することによって地価水準を維持して固定資産税等の税収を維持するとともに、都市施
設の維持管理コストを抑えるなど都市経営的な視点からも注目することができるが、実際
にどの程度の定量的な効果があるかは明確になっているとは言えない。都市構造の変化は長
期的であり、効果も長期的・間接的に得られるものであることがその要因の 1 つであると
考えられる。そこで本章では、他都市に先駆けて 2005 年頃からコンパクトシティ政策を一
貫して実施し、実績を残してきた富山市のデータを収集するとともに、同程度の規模や条件
の他都市とも比較することによって都市経営の視点からみたコンパクトシティ政策の長期
的な便益を示すことを目的とする。 

富山市は、富山ライトレールをはじめとする鉄軌道政策を積極的に実施してきているが、
他都市では鉄軌道に積極的に公費を支出する政策が広がっているとは言えない。この政策
は、公費を先行的に支出する一方で、効果は後年度に発生するものであるうえ、数値として
明示的に計測されるものばかりではないことから、現実的には意思決定しづらい面がある
ものと考えられる。富山市におけるこの政策の効果は、行政的な収支だけにはとどまらない
が、この部分をとりあげて具体的に富山市の実績が明確に算出されれば、他都市の都市・交
通政策の意思決定において重要な参考資料になると考えられる。 
 
4.1.2 本章の構成 

本章ではまず、富山市が都市の拡大を続けてきた従来の都市政策を見直してコンパクトシ
ティ政策の推進を打ち出す過程において市民に向けて示してきた目標など、コンパクトシテ
ィ政策が目指してきた内容を整理する。次に、その政策によって、家計支出、自動車保有、
住宅地地価など市民活動に変化が生じたか否かを同程度の規模や条件の他都市と比較する
ことによって分析・考察する。また、その結果を踏まえたうえで、本章の最も重要な目的で
ある「自治体による都市経営としての財政的な収支」を計算する。具体的には、固定資産税
と都市計画税による収入および行政歳出額のデータを、他都市のデータとともに経年的に
収集し、これらのデータから全国的なトレンドで推移していた場合に想定される値を算出
し、富山市の実際のデータと比較することによって、この政策による効果を算出する。 
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4.2 コンパクトシティ政策の効果計測に関する既往研究 
（1）分析対象となる効果の内容 
 コンパクトシティ政策の効果は、「交通行動の変化」、「環境への影響」、「経済的な効果」、
「社会面の変化」、「都市構造の変化」など様々な視点から研究されている。これらの視点に
ついて谷口 （2008）は、コンパクトシティ政策の考え方は、Newman and Kenworthy （1989） 

に代表される「都市の密度と自動車によるエネルギー消費量の関係」に関する研究が嚆矢と
なっており、その後の議論と実践を経て、経済面、社会面における効果についても認識が広
がったとしている。また、谷口ら（2008）は、効果が発現する時間的なスケールに関して「短
期」、「中期」、「長期」があり、都市圏構造の変化を伴う「長期」的な視点にたった検討は、
論文発表時点（2008 年）においてはまだ取り扱われていないとしている。 

鄒ら（2024）も、コンパクトシティ政策の効果に関するレビュー論文において、効果の内
容を環境面、経済面、社会面に分類して整理している。このようにコンパクトシティ政策の
効果については多くの面から分析されているが、そのなかで本章と関連する内容は、「経済
面」に分類されるものであり、「長期的」な効果に関するものである。また、経済面に分類
される研究には、都市にもたらす経済的な価値全般に関する研究と、本章と関連の深い、税
収・施設維持管理費等の都市経営を直接取り扱った研究がある。 
 
（2）経済的視点からのコンパクトシティ政策の効果計測に関する研究 

コンパクトシティ政策による効果を経済価値の視点から分析した研究としては、宇都宮
（2017）によるＣＶＭ（仮想市場法）を用いた方法や、川端 ら（2011）によるＳＣＭ（表
明選択法）を用いた方法のように非市場評価法を用いるものや、越川ら（2018）のようにク
ロスセクターベネフィットを求めたものなどがある。 
 また、個々の効果項目を個別に求めて積み上げた分析も多い。例えば、佐藤ら（2009）は、
土木費等の維持管理費用を人口密度と維持費の関係式を求めて計算している。人口密度と
維持費の関係をグラフ化して関係式を求める考え方は国土交通白書などにも示されており、
本章においてもこの考え方を用いる。また、高橋ら（2007）も個別の項目ごとに便益計算の
ための式を求めて費用便益分析を行っている。根市ら（2007）や、和田ら（2013） 、岩本
ら（2011）も個別の項目における効果を積み上げている。このように、コンパクトシティ政
策の効果を計測した事例は少なくない。 
 
（3）富山市のコンパクトシティ政策の効果に関する研究 
a) 富山市のコンパクトシティ政策の考え方と意義に関する研究 

富山市が実施してきた「公共交通を軸としたコンパクトシティ政策」の効果に関する研究
も多数ある。 

公共交通の利便性向上に先行的に投資する富山市のコンパクトシティ政策の基本的な考
え方を述べたものとしては筆者（2007）（2013）がある。また、リーディングプロジェクト
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として実施した富山ライトレールの開業当初において、プロジェクトの意義を考察した研究
として望月ら（2007）（2008）があり、その後の経過や事業の成果について述べたものとし
て、高森（2017）、谷口（2019）、吉川ら（2017）によるものがある。政策の実施当初は、
公共交通利用者数の変化など、交通行動に着目した研究が多くみられたが、上にあげた論文
の内容からは、都市構造の変化に伴う税収増や施設維持管理費の抑制に向けての長期的な
視点は当時から強く意識されていたことがわかる。 

 
b) 市政全般に対する効果に関する研究 

また、富山市のコンパクトシティ政策がどのような効果を念頭に展開されてきたかという
ことについては、政策の趣旨と都市経営との関連について整理した京田 （2015）、歴史的視
点も含めた富山市の一連の都市計画の流れの中でプロジェクトを位置付けた本田（2020）
などがある。 

さらに宇都宮（2016）は、ソーシャル・キャピタルとの関連を整理し、深山ら（2007）
は、政策プロセスの分析からこの政策の成功要因を探っている。また、中島ら（2020）はコ
ンパクトなまちづくりの考え方の形成過程や具体的な施策の展開を整理したうえで、そこか
ら何を学ぶかについて論じている。このほか、雑誌・新聞等において富山市のコンパクトシ
ティ政策の考え方や効果を紹介・考察した記事は極めて多い。 
 
c) 経済的効果に関する研究 

富山市のコンパクトシティ政策の経済的な効果を直接的な分析対象としたものとしては、
人口分布の変化について分析した近藤ら（2020）、人口分布に加えて用途転換の内容等にも
言及した坂本ら（2021）がある。また、松中ら（2021）は医療費削減の視点からの財政的
な効果を試算している。 
 このように、富山市による公共交通を軸としたコンパクトシティ政策の効果に関しては
経済面からも多くの研究・報告があるが、都市経営的な観点から筆者（2016）が提起した
「鉄軌道への先行的な投資によって、長期的にはその投資額を上回る便益が発生する」とい
う考え方が実現しているか否かを、具体的なデータを用いて定量的に示した研究はみられ
ない。 
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4.3 コンパクトシティ政策の考え方と政策目標 
図 4-1 は、コンパクトシティ政策の考え方を説明する際に富山市が用いている図である。

富山市は、ＬＲＴをはじめとする鉄軌道に「先行的に投資する」ことによって利用を促進し、
高齢者の外出や若者のまちなかへの来訪にもつなげて中心市街地を活性化させ、それが市
民のシビックプライドの醸成などにもつながることによって「選ばれるまち・持続性の高い
都市」に循環的に波及させていくことをこの政策の考え方としている。多くの都市では、そ
の最初の段階にあたる公共交通整備の実施において赤字か黒字かということを問題にして
いるのに対して、富山市はこの図の循環の全体を見据えて評価しているという点で大きく違
う発想に基づいている。 

また、図 4-2 は、そのコンパクトシティ政策の考え方を自治体にとっての投資および税収
と行政歳出という都市経営的な視点から表したものである。点線の矢印は「政策とその効果
のフロー」を表しており、実線の矢印は「都市経営上の収支のフロー」を表している。まず、
「都市軸となる鉄軌道の利便性向上」と「沿線居住を推進する立地誘導政策」に先行的に公
費を投入して長期的に都市構造の集約化を図る。そのことによって、後年度において「地価
水準の維持による固定資産税・都市計画税の増収」や「人口密度低下の抑制による都市施設
の維持管理費増大の抑制」を実現し、全体として都市経営を好転させる考え方である。本章
はこの図で示している考え方が実際に効果として実現してきたかどうかを検証するもので
ある。 

 
図 4-1 富山市がコンパクトシティ政策の考え方の説明に用いている図 



 55 

 
 
  

図 4-2 都市経営戦略としてのコンパクトシティ政策の考え方 
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4.4 比較対象都市データの収集と分析 
（1）収集したデータと年次および対象都市分類 

本章の主目的は、都市経営的な収支の算出であるが、まずその前提となる市民活動や都市
形態などが実際にどの程度変化してきたかについて分析する。 

コンパクトシティ政策の効果に関連する統計データを収集して分析した。データは原則と
して、コンパクトシティ政策が始まった 2006 年頃から収集するものとしたが、さらに遡る
ことができるデータについてはそれ以前の年次についても収集した。データソースによっ
て収集できる年度は異なり、また掲載されている都市の範囲もそれぞれ異なることから、で
きるだけ幅広い範囲で収集した。 

対象都市の範囲は、原則として都道府県庁所在都市としたが、地価分析のように内容によ
っては大都市（政令指定都市）とそれ以外の都市では同一の尺度で比較することが適切では
ないものもあるため、その内容によってそれぞれ範囲を定めた。また、比較できる都市の範
囲をできるだけ広げるため、中核市のデータがあるものは中核市にまで広げてデータを収集
した。 

以下では、それらのうち、 「自動車と公共交通への支出の変化」、 「自動車保有台数の変化」、
「住宅地平均地価の変化」の分析結果について述べる。また、富山市の鉄軌道への投資額に
ついて他都市と比較した結果についても説明する。 

 
（2）家計調査の分析 

公共交通を軸としたコンパクトシティ政策によって、公共交通と自動車への支出に変化が
あったかどうかを総務省による「家計調査」を用いて分析した。各年の家計調査において示
されている「都市階級・地方・都道府県庁所在市別 総世帯」のファイルを用いて、各支出
項目から「公共交通」および「自動車」への支出と考えられる項目を抽出して集計し、消費
支出全体との割合などを算出して様々な分析を行った。図 4-3 はその例で、交通消費支出に
占める自動車支出と公共交通支出のそれぞれの割合について、対象都市のなかでの富山市
の順位の推移を示したものである。家計調査はサンプル調査でありサンプル数も多くないた
め年度による変動は大きいものの、富山市の自動車支出の割合は 2006 年から 2022 年にか
けて次第に順位が下がっており、公共交通支出の割合は次第に順位が上がってきたことがわ
かる。 



 57 

 

 

（3）自動車保有率の推移 
コンパクトシティ政策への転換が行われた理由の一つとして、都市が低密度に拡大すると

ともに富山県および富山市の自動車保有率が全国的にも極めて高くなっていたことをあげ
ることができ、自動車に依存しない都市づくりはコンパクトシティ政策の大きな目標とな
ってきた。そこで、自動車検査登録情報協会による「都道府県別・車種別保有台数表」より、
都道府県別の乗用車保有台数を、1970、80、90 年および 2000 年から 2022 年までの毎年の
データを収集した。また、都道府県別の 2005、10、15、20 年における人口データを合体さ
せて、これらの年度における人口 1 人あたりの乗用車保有台数を求めた。 

図 4-4 はその分析結果の例で、人口 1 人あたりの乗用車保有台数について、横軸に 2005
年、縦軸に 2020 年をとったものである。東京と神奈川を除いてすべての道府県で率が上が
っているが、どちらの年度においても保有率が高いのは北関東や北陸などの県であり、富山
県もどちらの年度においても高い。富山県のこの期間の保有台数の増加率は 25 位であるた
め伸び率は平均的な水準に留まったと言えるものの順位が大きく変わるまでには至ってお
らず顕著な変化は見られなかった。ただし、乗用車保有台数データは県単位であり、富山市
のデータを他の県庁所在都市と都市単位で比較できるデータがあれば異なる結果が得られ
る可能性はある。 

図 4-3 家計の交通消費支出における自動車と公共交通の割合の順位の変遷 
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（4）住宅地平均地価の推移 
 地価による便益を計算するための基礎データとして、住宅地の価格データを収集して分析
した。 「都道府県地価調査」の、地方圏における「人口 10 万人以上の市の住宅地の平均価格
等」より、平均価格、上位の価格、下位の価格データを 2010 年から 2022 年まで収集し、
各年の表を結合させて一覧表を作成した。分析においては、政令指定都市を除く県庁所在都
市を対象とした。 

図 4-5 は、各都市の住宅地平均地価と対象都市全体の平均との比の推移を、2010 年を１
として示したものである。富山市は、いずれの年次においてもかなり高い比率で推移してき
ていることがわかる。 

富山市は地価水準が高い都市ではないが、伸び率においては他の県庁所在都市と比較し
てかなり大きいことが確認できる。この住宅地の平均地価の伸び率の大きさは、固定資産
税・都市計画税の下支え・上昇効果につながっている可能性があり、それらについては後の
章で分析・考察する。 

 

図 4-4 人口 1人あたりの乗用車保有台数の変化 

図 4-5 住宅地平均地価の対象都市平均との比の推移(2010年を１とした時) 
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（5）公共交通予算の比較 
 各自治体の公共交通に対する支出額を比較することができるデータは発表されていない
ことから、富山市は全国の中核市 62 市を対象として 2017 年から毎年アンケートを実施し。
各市の予算における「鉄軌道」、 「路線バス」、 「乗合タクシー」、 「コミュニティバス」、 「その
他の公共交通」に対する支出額を調査している。支出額には、設備投資などのハードな施策
と、運行補助などのソフトな施策の両方が含まれている。 

図 4-6 は、2023 年度の調査結果について各市の一般会計予算を横軸に、鉄軌道予算を縦
軸にとったものである。予算の 200 分の１と 1000 分の 1、10000 分の 1 を示す線を記して
いるが、富山市を含めて 3 都市だけが 200 分の１を超えており多くの都市は極めて小さい
ことがわかる。支出額がほぼゼロの都市もある。このように中核市クラスの都市で鉄軌道に
積極的に投資している都市は少ない。 

 

 
 
（6）データによる富山市の長期的変化に対する考察 

本節においては、コンパクトシティ政策の実施によって、市民活動等に変化がみられるか
否かについて他都市と比較可能なデータを収集して考察した。家計における自動車への支
出割合の順位が下がり、公共交通への支出割合の順位が上がっていることや、自動車保有率
の増加はある程度抑制されていることなどの変化がみられるものの、大きく変化していると
は言えない。住宅地平均地価については、他都市と比較して増加傾向にあり固定資産税等の
税収が増加していることは示唆された。一方で、公共交通への投入予算は、他の中核市と比
較してかなり多いことがわかった。 

これらの結果から、コンパクトシティ政策の効果はある程度生じていると考えられるも
のの、投資に見合う価値があることが明確であるとまでは言えない。また、既存研究におい
ても「投資に見合う価値があるか否か」は定量的に明らかになっているとは言えず、このよ

図 4-6 中核市における一般会計予算と鉄軌道予算(2023年) 
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うな状況であることが、富山市と同様の政策が必ずしも全国に浸透しないことの要因にな
っている可能性もあると考えられる。そこで、次節以降においては、自治体の意思決定に強
く影響すると考えられる財政的経営収支について具体的に分析する。 
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4.5 都市構造の変化による増収効果の計測 
（1）用いたデータと比較対象都市 

都市経営戦略としてのコンパクトシティ政策の考え方において大きな役割を果たすこと
が期待されるのは、固定資産税と都市計画税であることから、コンパクトシティ政策の実施
によって、 「固定資産税と都市計画税の合計（以下、 「固定資産税等」と記す）がどの程度変
化してきたかを他都市のデータと比較して分析する。 

各自治体の固定資産税等の収入は、総務省の「市町村別決算状況調」に掲載されている。
全市について掲載されており、このなかから政令指定都市ではない県庁所在都市および中
核市のデータを収集した。分析にあたっては、大都市圏（東京都・千葉県・神奈川県・愛知
県・京都府・大阪府・兵庫県）に含まれる都道府県庁所在都市および中核市と、地価調査に
おいて突出して大きい数値を示した那覇市を除いた 43 都市を対象とした。 

分析の起点は、最初の鉄軌道プロジェクトとして実施した富山港線ＬＲＴ化（富山ライト
レール整備）の完成年度である 2006 年とする。 
 
（2）分析結果 

図 4-7 は、各都市の固定資産税等について、2006 年を１とした時の推移を表したもので
ある。富山市の伸び率はかなり高いことがわかる。なお、2012 年に大幅に減少している 2
都市は、福島市と郡山市で、東日本大震災の影響を受けたものと推察できる。 

図 4-8 は、固定資産税等の総額の推移を示している。富山市は 43 都市の中で高い方であ
り、2006 年から 22 年までの間に順位の変動はないが、他都市と比較して増加傾向にあるこ
とがわかる。図 4-9 は、2006 年において富山市の 1 つ上の順位であった金沢市と 1 つ下の
順位であった岐阜市を比較したものである。上の金沢市との差は縮まり、下の岐阜市との差
は開いているように同規模の都市と比較して相対的に増加している。 

図 4-10 は、これらのデータを用いて富山市の固定資産税等が 2006 年から 43 都市の平均
の伸び率と同じ率で変化した場合と、実際の値の推移を示したものである。富山市の実績は
43 都市の伸び率よりもかなり大きく、2012 年以降は一貫して平均を上回っている。棒グラ
フはこの２つの値の差を示している。政策開始当初は少額もしくはマイナスであると計算
されるが、近年は毎年 20 億円以上のプラスとなっており、この額が他都市との比較におい
ての政策の効果であると考えることができる。 
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図 4-7 対象都市における「固定資産税＋都市計画税」の推移(2006年を１とした時) 

図 4-8 「固定資産税＋都市計画税」の推移 
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図 4-9 「固定資産税＋都市計画税」の推移(同程度の税収規模の都市との比較) 

図 4-10 富山市の「固定資産税＋都市計画税」収入と43都市の合計の推移との比較 
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4.6 ＤＩＤ人口密度と行政歳出額に関する分析 
（1）ＤＩＤ人口密度に関する分析 
 DID の人口密度は国勢調査ごとに発表されており、図 4-11 は、2000 年から 2020 年まで
の 43 都市の DID 人口密度の推移を示したものである。富山市がコンパクトシティ政策を
始めたのは DID の人口密度が低いことに対応することが大きな理由となっていたように、
43 都市のなかではかなり低い方である。2020 年においても順位は変わっていないが、多く
の都市が減少し、全体の平均が下がっているのに対して、富山市は大きな低下を回避してい
る。図 4-12 は、その DID 人口密度を 2005 年を 1 としてその後の推移を示したもので、
2020 年において 1 を超えているのは 3 都市のみで、富山市は 1 以下であるもののその次の
順位で、他の都市と比べると下がり方はかなり小さい。 

 

 
 

図 4-12 ＤＩＤ人口密度の変化(2005 年＝1) 

図 4-11 ＤＩＤ人口密度の推移 
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（2）行政歳出額 
行政歳出額については、総務省の「市町村別決算状況調」に掲載されている市町村別の歳

出額データを用いて分析した。 
図 4-13 は、歳出額の推移を示したもので、すべての都市で歳出額は増加していることが

わかる。富山市も一旦減少しているものの 2020 年の値は 2005 年を上回っている。図 4-14
は、他都市の増加と比較するため、1 人あたりの行政歳出額について、富山市と対象 43 都
市の平均を比較したものである。2005 年においては、平均よりも歳出額が大きかったが、
2015 年からは下回っており、2020 年にはさらにその差が開いている。 

このように富山市の 1 人あたりの歳出額は他都市との比較のうえで下がっているが、こ
のことだけでは都市構造とは関係のない歳出抑制によるものである可能性もあるため、次
節においては行政歳出額と人口密度の関係について分析する。 

 

 
 図 4-14 人口 1人あたり行政歳出の推移 43都市平均と富山市の比較化 

図 4-13 行政歳出総額の推移 
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（3）人口密度と行政歳出額 
都市の人口密度が低いほど、1 人あたりの行政歳出額は大きい傾向にあることは知られて

おり、横軸に人口密度の対数をとって、縦軸に 1 人あたり行政歳出額の対数をとったグラフ
は、国土交通白書などにおいてコンパクトシティ政策の必要性を示す時などに用いられて
いる。本章においても同様のグラフを、2005 年から 2020 年までの 4 回の国勢調査年を対
象として、全国の全市町村のデータを用いて作成した。そのうちの 2020 年の作成結果を図
4-15 に示す。 

DID 人口密度の維持による行政歳出額抑制効果は、得られた近似式に DID 人口密度を代
入して求まる「DID における 1 人あたりの年間歳出額」を用いて算出する。図 4-16 の折れ
線（左軸）は、富山市の DID における実際の人口密度を用いて算出した 1 人あたりの歳出
額と、DID 人口密度が 43 都市の 2005 年からの増減率の平均で推移した時の値を用いて算
出した歳出額との差を示している。また、棒グラフ（右軸）は、各年の値に DID 人口を乗
じることによって、その年の行政歳出額の抑制効果を示したものである。 

 

  
図 4-16 富山市におけるDID人口密度維持による行政歳出額の抑制効果の計算値 

図 4-15 2020年のデータで作成した市町村の人口密度と行政歳出額の関係 
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4.7 コンパクトシティ政策による都市経営収支 
（1）鉄軌道整備と立地誘導への投資額 
 図 4-17 は、富山港線ＬＲＴ化(2006 年)からこれまでの各年度における富山市の「鉄軌道
への公費投資額」と、「都心および公共交通沿線への立地誘導のために実施した補助事業の
実績額」およびその合計を示したものである。 
 鉄軌道整備については主な事業の時期を図中に記載している。それぞれの整備費は、以下
のように各年度に振り分けた。富山港線ＬＲＴ化については、開業年度（2006 年）に全額
（市の負担額）を算入した。路面電車環状線化については、2009 年の開業までの３年間に
分割して参入した。ＪＲ高山線への新駅設置および増便のための経費負担額については、毎
年の支出を算入した。また、路面電車の南北接続事業については、完成年度である 2020 年
までの 10 年間に分割して参入した。それらの事業以外への毎年の投資額については、デー
タとしては発表されていないが 2017 年度以降は 4 章(5)で述べた中核市の公共交通支出額
アンケートに記載の鉄軌道支出額を用いた。それ以前の年度においては、富山市に記録が残
る範囲の資料を用いて参入したが、上記の値に比べると金額は小さく、全体の結論に影響が
出るほどの金額のものは無い。 

また、立地誘導政策としては、 「まちなか居住推進事業」と「公共交通沿線居住推進事業」
が継続的に実施されており、その支出額を算入した。鉄軌道への投資額と立地誘導政策への
支出額の合計は「先行投資合計」として図 4-17 に記入している。年度によって変動はある
が、富山港線ＬＲＴ化事業費を一括算入した 2006 年を除いて平均すると概ね年間 10 億円
程度となる。この額は図 4-6 にも示したように富山市の一般会計予算の 0.5％程度にあたる。 
 

（2）コンパクトシティ政策による財政効果 
図 4-18 は、前節までに算出した投資額と効果をまとめて描いたものである。投資額につ

いては、図 4-17 に記載した金額を転載している、財政効果のうち、「固定資産税等の増収
は、図 4-10 における棒グラフ(右軸)の値（43 都市の平均伸び率で変化した場合と実績値の
差）を掲載している。 「行政歳出額の抑制効果」については、図 4-16 の棒グラフ(右軸)の値
を用いたが、各都市の DID 人口密度は国勢調査年においてのみ計算できるため、中間年は
両側の値を用いて補間した。 

図 4-18 から、富山市のコンパクトシティ政策による直接的な財政収支は、政策実施当初
は投資額が大きく上回っていたが、徐々に財政効果との差が縮まり 2015 年頃からは効果が
上回り始めていることがわかる。ちなみに、2006 年から 2022 年までの投資額の総額は
18,543,080 千円なのに対して、固定資産税等の増収の総額は 20,352,688 千円、行政歳出額
の抑制効果の総額は 4,961,248 千円、財政効果合計額 25,313,936 千円となっている。また、
鉄軌道に関する大きな事業は現時点においては一段落していることから今後は安定的に財
政効果が上回っていくと考えられる。 

図 4-19 は、図 4-18 に示した投資額と財政効果をそれぞれ支出と収入として累積収支を
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示したものである。富山市のコンパクトシティ政策の特徴である「先行的な投資」によって、
政策実施の初期の段階においてはマイナスであったが、累積のマイナスは次第に減り、2019
年頃からはプラスに転じていると試算され、今後においてはさらに増加するものと考えら
れる。 

 

 図 4-18 富山市における「先行的な投資額」と「コンパクトシティ政策による財政効果」 

図 4-17 富山市の「鉄軌道」と「立地誘導政策」による先行的な投資額 
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図 4-19 「鉄軌道および立地誘導政策への公費投入額」と「増収＋行政歳出削減効果」 

による都市経営上の収支 
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4.8 結語 
本章ではまず、富山市がコンパクトシティ政策を推進する過程において市民に向けて示し

てきた政策の考え方は、鉄軌道への先行的な投資によって持続性の高い魅力的な都市を目指
すとともに、自治体の財政運営という都市経営からみた政策効果を念頭においたものであ
ったことを示した。またその政策の実施によって市民活動等においてどのような変化が生じ
たかについて考察した。その結果、ある程度の効果がみられたものもあったものの、自動車
保有率などにみられるように顕著に変化したとまでは言えない部分もあるなど、この政策の
効果には明確には見えにくいものもあることもわかった。そのことを踏まえたうえで、自治
体の政策決定において最も重視されるものであり、また富山市が当初より目指してきた重
要な効果である財政運営における収支を具体的に計測した。 

その結果、固定資産税・都市計画税の増加において大きな効果が発生しており、DID の
人口密度低下の抑制も顕著であり、それによる行政歳出額の抑制効果も大きいことが示さ
れた。これらの額は、鉄軌道整備と居住誘導政策への先行的な投資額をすでに大きく上回っ
ていると考えられ、コンパクトシティ政策は都市経営的視点からみて、十分効果があること
が示された。 

本章で用いた効果計測手法は、比較対象都市のトレンドから求めた値との差を求めるも
ので、方法論的には従来手法の適用であるが、富山市のコンパクトシティ政策を対象とし
て多くの都市の長期的なデータを収集・分析して具体的に値を求めた例はないことから、
同様の政策を検討する他都市にとって、政策の有効性を判断する際の貴重な知見となると
考える。 
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第 5章 地方自治体行政の視点からみたＪＲ地方ローカル線の再生に関する考察 

5.1 はじめに 
国交省の「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」の提言

が 2022 年 7 月に発表されるとともに、従来から路線別の収支を公表していたＪＲ北海道、
四国、九州に続き、ＪＲ西日本と東日本も公表したことによって、ＪＲの地方ローカル線の
将来に向けて様々な議論が行われるようになっている。 
 厳しい状況であると捉える自治体も多いようであるが、鉄道は地域公共交通体系の軸と
なるべきものであることを考えれば、これまで自らの政策によって利便性を向上させるなど
の活性化策を実施することが難しかった自治体にとっては、よりよい公共交通体系を構築す
る好機であると考えることもできる。地方ローカル線のなかには十分な利便性が提供され
ず、利用が低迷している路線も少なくないが、地域にとっては貴重なインフラであり、その
能力を最大限発揮できるようにするための方策を早急に検討する必要がある。本章ではま
ず、全国の地方鉄道路線について、利便性や経営収支・利用者数の推移などのデータを収集
することによって地方鉄道路線において生じている問題点を分析する。また、その要因を考
察するとともに、自治体が関与することによって再生できる可能性が大きいことを示す。さ
らに、それを踏まえて、ＪＲの地方ローカル線に関して考えられる具体的な再生方法につい
て、鉄道事業者の視点とは異なる地方自治体による政策としての視点から考察する。 
 
5.2 地方鉄道路線の活性化や存廃に関する既存文献 
  「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」の提言（以下、
「提言」と記す）の公表以降、地方ローカル線に関する報道は極めて多い。提言を踏まえて
改正された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」には、輸送密度の小さい路線に
ついて、国と自治体、鉄道事業者が改善策を協議する「特定区間再構築協議会」を設置する
ことが盛り込まれたためそのことに着目した記事が多いが、将来に向けての地方ローカル
線のあり方について論じた記事（例えば、文（2022）など）も少なくない。また、鳥塚（2022）
は、ＪＲが発表したデータは十分注意して解釈する必要があると指摘しており、日経新聞
（2022）のようにデータをあげて地方鉄道の状況を分析した記事もある。 
 一方、学術論文として発表されたものは提言後におけるものは現時点においてはみられ
ないが、今後増加するものと考えられる。提言以前に地方鉄道について述べた論文には、森
ら（2022）があり、自治体が実施した鉄軌道政策による成果を整理したうえで、将来に向け
ての鉄軌道政策として、PSO （Public Service Obligation）の考え方のわが国への導入や、公
共交通に関する長期的な法定計画の必要性などについて述べている。 

また、地方鉄道が存廃の危機から存続に至った過程に関する論文は多く、伊藤（2007）、
川上（2015）、清水ら（2021）などがある。これらの論文では危機的な状況にある鉄道の存
続には自治体による関与が重要であることが述べられており、今回の提言を受けての議論
に有益な知見を提供していると言える。例えば、清水ら（2021）は、富山県の万葉線は採算



 74 

性だけではなく社会的な価値を評価すべきであるという考え方によって存続が決まったこ
とについて述べるとともに、えちぜん鉄道を対象として鉄道の存続において市民が果たし
た役割について述べている。このように、路線の存続・維持対策として地域や自治体の関与
が述べられているものは多いが、いずれも民間鉄道を対象としたものであり、提言以降にお
いて急速に議論され始めているＪＲ路線について具体的に述べたものは少ない。それは、Ｊ
Ｒ路線が自治体に移管されるなど新しいスキームに生まれ変わった事例は、整備新幹線の
並行在来線以外ではＪＲ富山港線を富山ライトレールに転換した事例のみであるからであ
ると考えられる。富山ライトレールに関する論文としては、望月ら（2007、2008）、神田（2013）、
筆者 （2016）、谷口（2020）などがある。いずれもこの事業が鉄軌道としてのみならずまち
づくり全体に大きく寄与していることが述べられており、ＪＲ路線の改革の議論に対して貴
重な知見を提供している。 
 本章では、これらの既存研究を踏まえながら、ＪＲから発表されたデータや提言の内容も
分析しながらＪＲ路線の現状や将来の方向性について考察する。 
 
5.3 地方鉄道路線に関するデータ分析 
5.3.1 国交省検討会におけるデータ分析 
 国交省検討会の配布資料（国交省（2022））においては、「地域鉄道（国交省の定義では中
小の民間鉄道と第三セクター鉄道を指しているので、以下「民鉄・三セク」と記す（注１））
の現状」と「ＪＲ会社の現状」という図が示されており、地方鉄道路線が全体として厳しい
状況であることが強調されているが、ＪＲと民鉄・三セクとの比較は行われていない。その
ため、民鉄・三セクにはこの 10 年程度において利用者が増加してきた路線の方が多いこと
など、ＪＲとは異なる現状にあることについては言及されていない。そこで本章では、ＪＲ
路線と民鉄 ・三セク路線の経営収支、運行本数など、検討会の資料には示されていない地方
鉄道全般のデータを経年的なデータも含めて収集して分析する。 
 
5.3.2 輸送密度別の営業損益に関する分析 

図 5-1 は、輸送密度 2000 人以下の路線について、ＪＲと民鉄・三セク各路線の営業損益
の比較を行ったものである。ＪＲが発表したデータの年次は会社によって異なるため、最も
共通してデータを比較できる年次として 2018 年度を基本とした（注２）。民鉄・三セクにつ
いても 2018 年度の鉄道統計年報のデータを用いた。横軸に輸送密度、縦軸に営業キロあた
りの営業損益（以下、「キロあたり営業損益」と記す）をとっている。 

図に示すように、ＪＲ路線のマイナスは同程度の輸送密度の民鉄・三セク路線と比べて極
端に大きい。図には、500 人ごとの区分に分類された路線の平均値をＪＲと民鉄・三セクに
ついてそれぞれ記している。例えば、1500～2000 人の場合、民鉄・三セクのマイナス 3、
584 千円/km に対して、ＪＲはマイナス 33、272 千円/km と、約 9.3 倍である。 

また、図 5-2 は輸送密度 2000～8000 人の路線について図 5-１と同様の図を描いたもの
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であるが、この図においても同じ傾向がみられる。ただし、ＪＲ会社で輸送密度 2000 人以
上の路線の収支を公表しているのは、北海道・四国・九州の３社のみであるためサンプル数
は限られる。 

 
 
 

 
 図 5-2 ＪＲと民鉄・三セクの「営業キロあたり営業損益」の比較 

(輸送密度2000～8000人/日の路線) 

図 5-1 ＪＲと民鉄・三セクの「営業キロあたり営業損益」の比較 
(輸送密度2000人/日以下の路線) 
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5.3.3 輸送密度別の運行本数に関する分析 
 ＪＲの地方ローカル線は運行本数が少なく利用しにくい路線が多いと言われているため、
運行本数についても分析する。図 5-３は、横軸に輸送密度、縦軸に１日の運行本数（片方
向）をとったもので、回帰直線も記入している。輸送密度 1000 人の位置での回帰式の計算
値は、民鉄・三セクは 22.56 本、ＪＲは 12.42 本である。ＪＲの運行本数は民鉄・三セクの
55％に留まっている。 

また、路線のサービス水準は昼間の運行本数によく現れると考えられることから、縦軸に
昼間の運行本数（午前 9 時から午後 5 時までの 8 時間に起点を出発する便数）をとったも
のを図 5-4 に示す。縦軸の単位は、運行本数の程度をイメージしやすくするため１時間あた
りの本数としている。輸送密度 1000 人の位置における回帰直線の値は、民鉄・三セクは１.16
本/時、ＪＲは 0.66 本/時である。輸送密度 1000 人の路線において１時間に１便以上運行
している民鉄・三セクに対して、ＪＲはその 6 割以下に留まっており、利用者からみた利便
性の違いは歴然としている。 

 
 

 
図 5-4 ＪＲと民鉄・三セクの運行本数比較(昼間) 

図 5-3 ＪＲと民鉄・三セクの運行本数比較(1日) 
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5.3.4 輸送密度別の旅客輸送人キロの推移に関する分析 
次に、地方鉄道路線の旅客数の長期的な推移について分析する。ＪＲの路線ごとの旅客輸

送人キロや輸送密度は 2003 年度から発表されているため、2003 年度から 2018 年度までの
推移について分析する（注３）。 
 図 5-5 は、ＪＲと民鉄・三セクそれぞれの輸送密度区分に該当する路線の旅客輸送人キロ
の合計の推移を、2003 年度を１として示したものである。期間中に輸送密度が増減しても
2003 年度の区分で固定している。（災害などの特殊な事情によって明らかに大きく変化した
路線は集計から除外している。除外した路線名は注４に記した。）図 5-5 からは、同じ輸送
密度の区分においては、ＪＲ路線の減少率が著しく大きいことがわかる。 

また、図 5-6 は、近年の傾向をみるため 2011 年度を 1 として同様に描いたものである。
（2011 年度における輸送密度区分を用いているため、2003 年度における区分で描いた図 5-
5 とは異なる区分に分類される路線もある。）図 5-5 と同様にＪＲは民鉄・三セクと比較し
て明らかに減少が大きい。また、民鉄・三セクは輸送密度 1000 人以上の区分においてはい
ずれも増加していることがわかる。 

さらに、図 5-7 は、2011 年度と 2018 年度の路線ごとの輸送密度の変化を示したもので
ある。横軸に 2011 年度、縦軸に 2018 年度の値をとったもので、45 度線よりも上側が増加
した路線である。また、図 5-８はその増加路線の割合を比較したものである。1000 人以下、
1000～2000 人のいずれにおいても、民鉄・三セクとＪＲでは明確な差があるとともに、1000
人以上の路線においては民鉄・三セクでは増加した路線の方が多いことがわかる。 

提言では 2000 人未満の路線は鉄道としての役割が発揮できていないとしているが、民鉄・
三セクにおいては 2000 人未満でも増加してきた路線が多いことには着目すべきである。 

 図 5-5 ＪＲ・民鉄三セクの旅客輸送人キロの推移 
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図 5-8 輸送密度区分ごとの増加路線の割合 

図 5-7 2011年度から2018年度への輸送密度の変化 

図 5-6 ＪＲ・民鉄三セクの旅客輸送人キロの推移 
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5.4 ＪＲ地方ローカル線の特徴とその形成要因の考察 
5.4.1 ＪＲ地方ローカル線の特徴 
 前節のデータ分析から、ＪＲの地方ローカル線に共通した特徴として、同程度の輸送密度
の民鉄・三セク路線と比べて下記の点があげられる。 
①ＪＲ路線の赤字額は極端に大きい（概ね 5～9 倍）。 
②ＪＲ路線の運行本数は著しく少ない（概ね６割以下）。 
③ＪＲ路線の旅客輸送人キロの減少率は著しく大きい。 
 提言ではＪＲ路線の低迷要因として、モータリゼーションの進行と人口減少をあげている
が、そのような外的条件については民鉄・三セクも同様であり、ＪＲ路線だけが著しく低迷
していることの説明にはならない。 
 モータリゼーションの進行との関係について考察すると、1960 年以降において急速な伸
びを続けていた自動車保有台数（乗用車と軽自動車の合計）の伸び率は 2006 年に対前年
１％を割り、それ以降は全ての年度で１％以下である。その傾向と呼応して、民鉄・三セク
の利用者数は 2005 年頃に下げ止まってその後は増加してきた。図 5-9 は、検討会の配布資
料（国交省（2022））に示された地域鉄道（民鉄・三セク）の輸送人員の推移の図で、右下
がりの矢印を記入して長期的減少が強調されているが、実際には 2005 年前後に下げ止まっ
て、2010 年頃からは上昇してきたことがわかる（2018 年度の地域鉄道の輸送人員は、2010
年度の約 7%増である）。モータリゼーションの進行が利用者減の原因であると言えるのは
2005 年頃までであり、それ以降においても著しい減少を続けている JＲ路線の低迷要因を
モータリゼーションの進行であるとすることには疑問がある。 

また、周辺人口減との関係については大津賀（2022）が沿線人口と利用者数の増減の関係
を分析しており、民鉄・三セクにおいては周辺人口が減っていても輸送密度が増加している
路線が多いことが示されている。人口減は、利用者減の１つの要因とはなり得るが、人口減
が全ての路線において利用者減に直結してきたわけではない。 

 
 

図 5-9 検討会に示された地域鉄道の輸送人員の推移 
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5.4.2 ＪＲ地方ローカル線の低迷要因に関する考察 
 データによる分析から、ＪＲ地方ローカル線の状況は、民鉄・三セクとは大きく異なって
おり、社会環境などの外的要因ではなく、ＪＲ路線特有の問題を抱えていると考えるべきで
ある。その要因としては以下のような点が考えられる。 
 
（1）内部補助を前提としている制度上の要因 
 ＪＲ各社は、採算路線での黒字を不採算路線の赤字の補填に回すという、いわゆる「内部
補助」を行っている。この内部補助は、補助される側にメリットがあるように見えるが、内
部補助を実施している主体が目指しているのは全体の最適化であって個別路線の最適化で
はないため、相対的に利益の少ない地方ローカル線は低いサービス水準に留まる傾向が必
然的に強くなる。その路線の最適化を目指してサービス水準を確保することによって利用者
増を達成してきた民鉄・三セクと、会社全体の最適化のために効率的な路線に経営資源を集
中してきたＪＲとは地方路線に対する立場が大きく異なっている。ＪＲによる不採算路線に
おける経費節減は民間企業としての短期的な方針としては自然な選択であるとも言えるが、
長期的には「利用者減」→「利便性低下」→「さらなる利用者減」という負のスパイラルを
加速させてきた。 

また、仮に鉄道事業者が自社の利益だけではなく利用者便益などを含めた社会全体の便
益を考えて行動したとしても、やはり大都市に集中した投資になると考えられる。地方ロー
カル線で１本の列車を増便するよりも、大都市圏の列車を増便した方が社会全体の便益増
加につながるからである。内部補助という仕組みは、「必然的に地方路線の利便性低下につ
ながる性質を持っている」と言え、それを前提としてきた日本の鉄道制度が地方ローカル線
の低迷を招いてきたと言える。 

自治体の視点からみれば、自地域にとっての最適な姿を求めているのに対し、鉄道事業者
の意思決定はそれを目指しているわけではないことから、地域にとって望ましい使われ方が
されてきたとは言えず、結局、内部補助を前提とした制度は自治体にとってプラスになって
きたとは言えない。 
 
（2）企業経営上の要因 
 発表されたＪＲの経費は、列車キロあたりの値などで比較しても民鉄・三セクと比較して
著しく大きい。給与水準の違いがその要因としてあげられることが多いが、図 5-１の収支
の違いは給与水準の違いを大きく超えていると考えられ、運行に関する規定をはじめとする
内部の諸規則など、経営全般にわたって大きな違いがあると考えられる（注５）。また、発
表されたデータからは明らかではないが、ＪＲのコストには子会社への発注を含む外部委
託費が民鉄・三セクと比較して高額である可能性もある。子会社との取引額はＪＲの連結決
算においては直接関係しないが、個別路線の収支の計算には影響している可能性がある。 

一方、運賃は民鉄・三セクより総じて低い水準にあるうえ、通学定期の割引率も大きい。
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本来は教育政策とも言うべき通学費の割引であるが民鉄・三セクより大きく設定しており、
このことも損益に影響していると考えられる。 
 
（3）自治体関与度の違いによる要因 

第三セクターは様々な形で自治体が鉄道運営に関与しており、民間鉄道に対しても地元の
自治体が支援している例が多い。例えば、一畑電車は「所有権を移転しない上下分離」、群
馬県の民鉄は「群馬型上下分離」と呼ばれる形で自治体が実質的に鉄道の基盤施設の維持・
管理費を支援しており（中川、2007）、その他の民鉄も地元の自治体が基盤部分や車両の更
新を支援している場合が少なくない。このような路線においては営業費用のかなりの部分
を占める固定費に対して自治体から支援を受けていることによって一定のサービス水準を
保つことができていると考えられる。 

一方、ＪＲに対しては、複線化などの特定の事業に関して支援している例はあるものの、
一時的であるものがほとんどである。継続的に関与している例は増便のための経費を自治体
が負担している前述のＪＲ高山線と、同じ富山県内のＪＲ城端線以外にはないと考えられ
る。 

このように自治体の関与度の違いによってＪＲと民鉄・三セクにおいて運行本数などのサ
ービス水準に大きな違いが生じており、そのことが長期的な利用者の推移の違いにもつな
がっていると考えられる。 
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5.5 欧州等におけるダイヤ改良の進展との比較 
欧州をはじめとする多くの国は、ダイヤ改良を含む利便性の向上も積極的に進めてきた。

その結果、運行本数などのサービス水準は、日本の地方路線とは大きく異なる状況にある。
日本の地方圏の人口 50 万人程度以下の都市圏においては幹線路線であっても１時間１～２
本程度の運行本数が長年にわたって変わっていないのに対して、スイスは 2000 年前後から
大幅に増やしてきており、現在は１時間４本程度が一般的となっている。表 5-1 と表 5-2 は、
そのことをダイヤの変化として具体的に示したものである。地方における都市圏域から人口
50 万人程度の圏域と、人口 30 万人程度の圏域をとりあげ、人口第一位都市から第二位都市
への運行ダイヤを 1995 年と 2022 年について示したもので、表 5-1 は、人口 50 万人圏域と
して、スイス東部のザンクトガレン州（人口 46.5 万人（2018 年））（注 6）と秋田県中央部
（注 7）(人口 50.0 万人（2020 年国勢調査））、表 5-2 は、人口 30 万人圏域として、スイス
南部のヴァレー州（人口 33.6 万人（2018 年））と鳥取県東部・中部（注 8）(人口 31.9 万人
（2020 年国勢調査））に関するものである。表 5-1、5-2 ともに、スイスにおける大幅なダ
イヤ改良と、日本における停滞が極めて対照的に現れている。さらに、図 5-10 は、その運
行本数の変化を比較したものである。1995 年から現在までの間に大きな差が生じたことが
わかるが、このような傾向は地方におけるほぼすべての路線でみられる。 

ダイヤなどのサービス水準の設定を鉄道事業者に任せてきた日本と、政府と自治体によっ
て鉄道利便性を高めてきた国との政策の違いの結果であると言える。 
 

 

表 5-1 スイスと日本における人口 50万人規模の地方圏域における鉄道ダイヤの変化の比較 
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図 5-10 スイスと日本の地方圏域における鉄道運行本数の変化の比較 
     (人口１位都市から２位都市への１日の運行本数) 

表 5-2 スイスと日本における人口 30万人規模の地方圏域における鉄道ダイヤの変化の比較 
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5.6 公共交通分担率の比較 
このように都市間鉄道を含む公共交通全体の利便性向上が続けられてきたため、公共交

通の分担率はわが国の地方圏の都市と比較して格段に高くなっている。図 5-11 は、スイス
と日本における人口 20 万人程度までの都市における公共交通の分担率を示したもので、日
本では三大都市圏と地方中枢都市圏（札幌・仙台・広島・福岡都市圏）内の都市はスイスと
同等かそれ以上の分担率となっている一方で、地方圏の都市は格段に低いことがわかる。ス
イスでは人口 10 万人以下でも 10％を超える都市が多く、ほぼすべての都市において 5%を
超えている。日本は人口 20 万人程度の都市においても 5%以下の都市があり、10 万人以下
の都市はほとんどが 2～3%である。 

公共交通の分担率は都市内交通の利便性と関係するが、ＪＲの地方路線は地方の中小都
市圏内における骨格路線ともなっている場合が多いため、その利便性は都市圏全体の公共交
通分担率にも影響していると考えられる。 

  
図 5-11 スイスと日本の公共交通分担率の比較 
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5.7 わが国における地方鉄道路線の再生・活性化事例 
わが国においては、大都市圏で実施されている一部のプロジェクトを除いて、自治体が鉄

道路線に公費を投入して利便性を向上させている例はほとんどない。そのなかで、ＪＲ高山
線は富山市によって増便し、輸送密度は大幅に増加した。また、特定地方交通線として国鉄・
ＪＲから切り離されて第三セクター鉄道として運営されてきた甘木鉄道、松浦鉄道、真岡鉄
道などは、ＪＲよりも運行頻度が高く、キロあたり営業赤字も格段に小さい。 

並行在来線についても、かつては新幹線整備に伴って地方に赤字を押し付けるものである
かのように言われていたが、あいの風とやま鉄道は、増便や新駅・新改札口の設置などの利
便性向上を実施して利用者が増加するとともに、営業収支についてもＪＲ時代に想定され
ていた値と比較して格段に良好な結果を残している。  
 また、ひたちなか海浜鉄道は、ひたちなか市などによる第三セクター鉄道となったことに
よって、ダイヤ改良等の様々な施策が実施され、黒字を計上した年度もある。えちぜん鉄道
は、福井県や沿線自治体による第三セクター鉄道として、30 分間隔のきれいなパターンダ
イヤで運行されているとともに、福井鉄道との相互乗り入れも実現し、コロナ前は過去最高
の利用者数を更新し続けてきた。いずれも自治体が関与することによる鉄道利便性の維持・
向上と持続的な経営の可能性を示すものであると言える。 
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5.8 これからのＪＲ地方ローカル線の方向性に関する考察 
5.8.1 自治体の参画 

前節までのデータ分析と考察によって、自治体が関与することに大きな可能性があること
がわかる。ＪＲが運行本数を減らして経費を節減するのは、採算性が行動基準になっている
からであるが、その結果、負のスパイラルに陥ってきた。一方、自治体は評価の視点が異な
っている。自治体にとって重要なことは、鉄道単体としての採算ではなく、地域全体の利益
であり、地域にとってプラスになるものであれば採算とは別の評価基準でサービスを向上さ
せることができる。ＥＵ諸国等で実行され、成果が示されてきた方法であり、わが国におい
ても前節で示したようにいくつかの第三セクター鉄道などで良好な結果を残している。 

また、国や自治体の公費投入が進んだ欧州等においては鉄道が活性化し、地方都市の活力
や賑わいにもつながっているとされている（例えば、ヴァンソン藤井ら（2022））ことや、
富山市がＪＲ路線を引き継いで導入した富山ライトレールが、沿線の地価上昇による固定
資産税の増収やシビックプライドの醸成につながったこと（森ら（2022））など、単なる鉄
道再生に留まらず都市全体の利益につながっているという事実は、この方法を自治体が採用
することの妥当性を示すものである。 

なお、第三セクターについては経営責任が明確でなく非効率を招いているという指摘も
あり、その点については十分考慮する必要があるが、ここでは、民間の性格を備えつつ公共
性を確保するという本来の第三セクターの役割に着目している。 
 
5.8.2 収支改善効果の活用によるＪＲ路線の再生方策 

図 5-12 は、図 5-１にＪＲと民鉄・三セクのキロあたり営業損益の平均値に大きな差があ
ることを追記したもので、ＪＲの平均的な経営水準を、民鉄・三セクの平均的な経営水準に
変えれば、大きな収支改善の可能性があることがわかる。 

例えば、輸送密度 1500～2000 人の路線の場合、ＪＲの平均はマイナス 33,272 千円/km
であるので、20km の路線であれば、6.65 億円/年の赤字が生じている。割引率４％とする
と 30 年分の赤字の現在価値は 17.7 年分、20 年分は 13.9 年分となるため、これらの年数を
単年度の赤字に乗じた額はＪＲが赤字路線を移管する際の拠出額として合理的な目安とな
ると考えられる。一方、民鉄・三セクの平均的な経営水準はマイナス 3,584 千円/km であ
り、20km の路線であれば、0.72 億円/年の赤字となる。赤字ではあるが、上記の拠出額を
原資とすれば、数十年以上の運営が可能となる。また、サービス水準を高めてより便利な路
線として再生し、まちづくりにも役立つ路線として育てることもできるようになる。単なる
赤字の付け替えではなく、継続的な路線維持が可能であり、ＪＲにとっても合理的に赤字路
線を切り離すことができることとなるため、ＪＲと自治体の双方にとってメリットがある。 
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5.8.3 自治体の関与による具体的な運営手法 

収支改善効果を生み出してＪＲ路線を再生・活用する手法としては以下のような運営形態
が考えられる。 
 
（1）自治体が主体となる運営 
 自治体が主体となる鉄道運営手法として第三セクターはすでに多くの例がある。第三セ

図 5-12 収支改善の可能性 

表 5-3 収支改善の可能性の試算(例) 
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クター鉄道を営利企業としてみれば厳しい経営状況であると言える場合も多いが、第三セ
クターの役割は株主である自治体、すなわち地域住民の利益の最大化にあることを考えれ
ば、価値のある経営を行っている第三セクター鉄道会社は少なくない。 

図 5-13 は、図 5-１の民鉄・三セクのうち、特定地方交通線の継承路線として第三セクタ
ー鉄道として運営されてきた路線を抜粋したものである。赤字が大きいとして国鉄・ＪＲか
ら切り離された路線であるが、現在はＪＲ路線として存続された路線よりも格段によい経
営が行われている。 

また、図 5-14 はそれらの路線における 1 日の運行本数をＪＲ路線と比較したものである。
ＪＲに残った路線よりも高いサービスが提供されており、そのことによって利用者数の減少
も抑えられて地域に貢献している。 

特定地方交通線がこのように、収益においてもサービス水準においても良好な結果を残
しているのは、利用促進や設備更新など、営業損益には現れない部分においても自治体の支
援や協力を受けていることもあると考えられ、そのような協力関係も含めて自治体が関与
して路線を再生させる方法は実績もあり効果的な方法であると言える。 

 

図 5-13 特定地方交通線継承会社とＪＲのキロあたり営業損益の比較 
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（2）地域の民鉄・三セクによる運営 
 地元に民鉄・三セクがある地域も少なくないため、これらの会社がＪＲ路線を引き継ぐ方
法も有力な方法として考えられる。 

表 5-3 は、ＪＲが大きな赤字が生じていると発表した路線のなかから、その路線内の駅を
基点とするなど近接した箇所にある民鉄・三セクが受け皿となって運営するケースを想定し
て収支改善の可能性を試算したものである。ＪＲが発表した赤字額と、近接する民鉄・三セ
クのキロあたり営業損益を用いて、移管した場合の収支改善の試算値を求めたもので、いず
れも大きな収支改善の可能性があることがわかる。民鉄・三セクが引き継いでも赤字ではあ
るが、この収支改善効果を活かせば前節で述べた方法によって、より便利にしたうえで、継
続的に運行することができる。 
 既存の民鉄・三セクを活用する方法は、会社の実績データに基づいて経営計画を立案する
ことができるため、新たに第三セクター会社を設立するよりも確実に進む可能性がある。ま
た、乗務員や技術者の事前の養成が可能であることや本社などの管理機能を共有すること
もできるうえ、線路がつながっていれば車庫や車両検査の共有化などを行える可能性もあ
る。直接的な運営以外の面においても自治体との協力関係をすでに構築している場合も多
いと考えられ、有力な方法であると考えられる。 
 
（3）上下分離 
 上下分離による手法は提言にも示されている。上下分離による一般的なメリットとして

図 5-14 特定地方交通線継承路線とＪＲの運行本数の比較 
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第一には、上（運行）部分に競争が働くことがあげられる。路線運営に対して複数の会社が
競争的に参入するようなスキームを構築できれば効率的に高いサービス水準に変わる可能
性がある。また第二のメリットとしては、運行本数やダイヤなどのサービス水準を自治体が
定めることができるようになることをあげることができる。海外では PSO として定着した
考え方である。このような上下分離のメリットが働くようなスキームが構築できれば上下
分離は有力な方法として考えることができる。しかしながら日本ではこれらのメリットは
必ずしも働いているとは言えない。これまで実施された上下分離は、公募によって運行事業
者が選定された京都丹後鉄道以外はすべて運行会社が最初から決まっていたものである。近
年実施された養老鉄道や近江鉄道、災害から復旧した只見線なども運行会社が競争的に決
まったものではない。また、サービス水準に関しても、自治体側が決定することが明確に定
めてられているとは言えない。メリットが働かないまま上下分離が行われれば、利便性向上
が図られず収支改善効果も得られないまま下（基盤）部分を自治体が負担するだけという単
なる赤字の付け替えに留まる可能性もある。 
 
5.8.4 変革に向けての国の役割 
 提言は輸送密度 1000 人以下の路線について協議会を設置して個々の路線ごとに対応を考
えるという内容となっている。実際の対応策を路線ごとに検討するのは当然であるが、ほぼ
全ての路線において厳しい問題に直面している状況を考えれば、より大きな視点から政策・
制度の改革を行う必要があると言える。 
（1）社会資本としての地方鉄道路線の位置づけ 

提言を受けて協議会への補助などが拡充されていく可能性はあるが、鉄道は鉄道事業者
による営利事業であるというわが国特有の考え方は変わっておらず、橋梁やトンネル等の基
盤施設も社会資本とは位置付けられていない。災害からの復旧においても道路などとは考え
方が大きく異なっている。 
 財源についても、多くの国が道路と鉄道との財源配分の大胆な変更を含めた鉄道予算の
大幅な増額を行ってきた中で、日本は鉄道財源の拡充が進んでおらず、そのことは地方の活
力にも影響していると考えられる（藤井（2017））。地球温暖化対策としても鉄道予算の大幅
な増額を進めてきた各国の状況を鑑みても鉄道予算拡充は不可欠であると言える。 

これに対して政府は、参議院予算委員会の総括質疑（（参議院（2023））において以下のよ
うな答弁を行っている。 
（岸田内閣総理大臣） 
・「地域公共交通は重要な社会基盤」 
・「鉄道は国民の日常生活や我が国の経済産業活動を支える公共交通機関としてのみならず、

カーボンニュートラル実現に向け、環境面においても大きな役割を担っているものと認
識」 

・「国民の生活、また経済活動になくてはならない公共交通機関を維持していくことは国と
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しても大きな責任を担わなければならない。」 
・「そのための予算を用意しなければならない。国としてもしっかりと拡充に向けて努力を

していきたい。」。 
（斎藤国土交通大臣） 
・「これまでの日本における地域公共交通の支援の姿に対して我々もある意味で反省があ

る。」 
・「今年度補正予算、また来年度予算で大きく、これを拡充する。」 
・「災害でローカル鉄道が被害を受けた場合、災害復旧はしっかりとしていきたい。」 
 このように、これまでの取り組みへの反省も含めて、国としての責任と予算の拡充を政府
が明言したことは重要であり、それを実行する必要がある。 
 
（2）都市政策と連携した法制度 
 国はこれからの都市づくりの方向としてコンパクトアンドネットワークの考え方を打ち
出しており（国交省(2019)）、鉄道のある地域においてはその骨格となるのは鉄道であるは
ずであるが、都市計画や立地適正化計画における鉄道の位置づけは極めてあいまいである。
例えば、ＪＲ路線が通っている都市の立地適正化計画においても、ＪＲ路線の具体的な利便
性向上内容について述べている事例はほとんどない。ＪＲ地方ローカル線は地域にとっては
骨格路線であり、地域づくりの軸となるものであるにもかかわらず、利便性に対して自治体
は手出しできないものになっている。森ら（2022）が述べているように、自治体によって長
期的かつ拘束力のある鉄軌道政策を立案できる仕組みの構築が必要であると考える。 
 
（3）経営移管に向けての技術的知見の集積と人材育成 
 経営形態の変更によって収支改善が実現できる可能性は高いと考えられるが、移管すれば
自動的に達成されるものではない。運行規定などの専門的技術に関する規定を含む諸規則
の制定や、乗務員・技術者の育成などのほか、地域で自立的に運営していくためには保線・
電気・車両などに関する地元企業の技術力の育成などが必要である。 
 また、EU が信号システムなども含めた様々な面で鉄道の規格化を進めているように、小
規模な地方鉄道が線路保守や車両整備等における機材や部品の調達を共同して行うことが
できるようにするための規格化なども国が先導して動くべきである。 

さらに、受け皿となる会社に対して経営ノウハウを提供できるようにするためには、地方
鉄道経営の知見を持つ民鉄・三セク出身の有識者によるアドバイザリーボードの設置や安
全統括管理者の育成などの仕組みづくりも重要である。 
 
（4）データ収集と共有化 
 ＪＲから発表されている収支に関するデータは総額だけであるため、より深い議論に進
むためには、データを十分整備することが重要である。 
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 個々の路線のデータでなくても、例えば、複線・単線、電化・非電化の別による基盤部分
の平均的な維持管理費や、列車キロ・車両キロによる運行経費の平均値などが示されれば議
論は大きく前進すると考えられる。民鉄・三セクについては鉄道統計年報等において示され
ているが、ＪＲ路線はそれらの値とは全く異なると考えられ、それが示されていないことが
具体的な議論が進まないことの大きな要因になっていると考えられる。 
 また、利用者データについても日別・時間帯別のデータなど運営のために必要な基本的な
データを示す必要がある。鉄道経営においては、これまではデータ収集は重視されてこなか
ったためそのようなデータが取得されている地方ローカル線はほとんどないのが現状であ
るが、ＩｏＴの活用などこれまでとは異なるデータの収集方法も可能になっている。正確な
議論のためには科学的な分析が必要であり、データはその要である。国の適切な指導によっ
てデータ整備を急ぐ必要がある。 
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5.9 結語 
本章では、まずＪＲと民鉄・三セク路線を比較することによって、ＪＲ路線は、「キロあ

たり営業損失が極めて大きく」、「運行本数は極めて少なく」、「旅客輸送人キロの減少率は著
しく大きい」というはっきりとした傾向があることを明らかにした。ＪＲ路線の低迷の要因
はモータリゼーションの進行や人口減少などの外的要因に求めるのではなく、「内部補助に
頼ってきたわが国の鉄道制度」や「ＪＲ自身が抱える企業経営上の課題」、「国や自治体によ
る関与の低さ」などに着目すべきであり、新たな視点からの路線経営を行えば、地方路線に
は大きな改善の可能性があることを示した。また、それを踏まえて、自治体が関与すればそ
の実現が可能であること、それによって自治体にとってもＪＲにとってもメリットがある答
えがあり得ることを示した。具体的な方法としては、自治体が関与した第三セクター方式が
考えられ、地域内の既存の民鉄・三セクを活用する方法も有力であると考えられることを示
した。 

ＪＲの地方路線は厳しい状況にあると言われているが、現状には大きな改善余地があり、
昨今の議論は改善に向けての大きな転換の機会でもあると言える。 

国鉄やＪＲが数十年前に見放した特定地方交通線の方が高いサービス水準を保ち、キロ
あたり営業損益も良好であることや、ＪＲ路線を転換して新たな方向に向かった富山ライト
レールや並行在来線会社の方がよい結果を残しているという状況は、大きな変化が必要で
あることの象徴であるとも言える。 

内部補助によって地方の鉄道は救われてきたという見方もあるが、本章で示したデータか
らは地方のＪＲ路線がよいサービス水準を提供してきたとは言えない。地方は鉄道の整備・
運営への負担を免れてはきたものの、そのことが地域全体の利益につながってきたわけでは
ない。いま判断が求められているのは、改革をせずに不便なままの現状を座視し、やがて廃
線への議論に向かうか、改善のための改革を実施して地域にとって価値のある路線に再生す
るかということである。本章で示した方法は、ＪＲにとっては赤字路線を合理的な負担によ
って切り離すことができ、自治体にとっては地域のためにより便利な路線に変えながら継続
的に運営することができるものである。採算を重視する鉄道事業者と、住民の利益の最大化
が目的の自治体では鉄道に対する評価の視点が違うことから成立するものであり、鉄道が
本来有している社会的な価値を有効に使う方法であると言うことができる。 
 
(注 1) 国交省は、地域鉄道の定義を「新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄
軌道路線のことをいい、その運営主体は中小民鉄及び第三セクターであるもの。」としてい
る。2022 年 4 月 1 日現在 95 社。 
地域鉄道事業者一覧（2023 年 3 月 18 日確認） 
https://www.mlit.go.jp/common/001259399.pdf  
(注 2) ＪＲ西日本は、2017 年度から 2019 年度までの 3 年間の平均値を発表しているため、
その値を用いた。ＪＲ東日本は 2019 年度の値を発表しているため、その値を用いた。他の
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ＪＲ会社は 2018 年度の値を用いた。 
(注 3) ＪＲの旅客輸送人キロや輸送密度は「路線」で発表されているものと「区間」で発表
されているものがある。路線は長大である場合もあるため、区間データがあるものについて
は、区間データを用いるが、区間データが発表され始めたのは 2012 年頃（会社によって異
なる）であるため、図 5-5～5-8 は路線データを用いている。なお、その他の分析において
は区間データを用いている。 
(注 4) 旅客輸送人キロの推移の分析（図 5-5～5-8）において除外した路線。 
・長期にわたって災害の影響を強く受けた路線 三陸鉄道南リアス線、南阿蘇鉄道 
・路線の形態や性格が大きく変わった路線 ＪＲ東日本・津軽線・気仙沼線・大船渡線・山
田線、北越急行 
・路線長が大きく変わった路線 青い森鉄道、長野電鉄 
・廃止となった路線 ＪＲ北海道・江差線・海峡線、ＪＲ西日本・三江線 
・経営分離等によって基準年度（2003 年、2011 年）に比較データがない路線 道南いさり
び鉄道、養老鉄道、伊賀鉄道 
・ＪＲ西日本・富山港線は、富山ライトレールとして民鉄・三セクに参入。 
(注 5) 例えば、単線区間における行き違いの際の入線規定や、終端駅での折返し時分に関す
る規定など、運行の効率性に直結する規定においてもＪＲと民鉄・三セクでは異なっている。 
(注 6) スイスの自治体は細分化されているため、人口第一位都市、第二位都市は、周辺地域
を含めた行政区を意味する Wahlkreis の人口を用いた。 
(注 7) 秋田県中央部は、秋田県秋田地域振興局管内（秋田市、男鹿市、潟上市、五城目町、
八郎潟町、井川町、大潟村）および仙北地域振興局管内（大仙市、仙北市、美郷町）。人口
第一位都市は秋田市、第二位都市は大仙市（1995 年当時は大曲市）。 
(注 8) 鳥取県東部・中部は、東部（鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町）および中部
（倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町）。人口第一位都市は鳥取市、第二位都市は
倉吉市。 
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第 6 章 ＪＲローカル線のコスト水準と自治体参画による路線再生の可能性 

6.1 はじめに 
2022 年にＪＲ西日本と東日本が輸送密度の小さい路線の収支を発表したことによってＪ

Ｒ東海を除く地方路線の収支の状況が明らかとなった。ＪＲ以外の第三セクター鉄道と民
間鉄道（以下、それぞれ「三セク」、「民鉄」と記す）については以前から公表されており、
ＪＲのデータと合わせてわが国における地方鉄道路線の収支に関して分析できる状況とな
った。その結果、ＪＲと三セク・民鉄の営業損益には大きな違いがあり、同程度の輸送密度
で比較した場合、ＪＲの営業キロあたりの営業損失は、第５章に示したように三セク・民鉄
の５倍から 10 倍程度であることが明らかとなっている。両者に大きな違いがあることの原
因については今後様々な分析が行われていくと考えられるが、本章ではそのうち経費の部
分について分析・考察する。その際、ＪＲの発表データには輸送の規模を表す項目がないた
め「年間列車走行キロ（以下、「列車キロ」と記す）」を算出して発表データに加えて分析す
る。また、三セク・民鉄には自治体が何らかの形で関与している路線が多く、それらの路線
は輸送密度が小さくても運行を続けていることを踏まえて、自治体が参画することによるＪ
Ｒ路線の再生可能性について、上記の分析結果の数値を用いて考察する。 
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6.2 分析の目的 
 国交省の「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」の提言
が 2022 年 7 月に発表されたことを受けて、2023 年 4 月に「地域公共交通の活性化及び再
生に関する法律」が改正・公布された。提言においては、輸送密度 1000 人/日未満（以下、
輸送密度の単位は「人」と記す）のＪＲ路線において鉄道事業再構築のための協議会を設置
することが提案されており、今後、ＪＲと自治体による協議が進む可能性がある。しかしな
がら、ＪＲが発表した営業損失は極めて大きな値であり、廃線の議論に進む可能性もあると
されていることなどから、新たな方向に向けて具体的な協議が各地で進展しはじめている
という状況ではない。 

一方、三セク・民鉄のなかには輸送密度が小さくても継続的に運行されている路線があり、
それらの路線における赤字額はＪＲ路線に比べると極めて小さい。このことを踏まえれば、
大きな赤字が発生しているとされている路線においても、自治体が参画した新たな運営形
態とすることによって存続・再生できる可能性も少なくないと考えられる。例えば、輸送密
度 2000 人に満たなかったＪＲ富山港線が、富山市が主体となった第三セクターによる富山
ライトレールとして再生した事例や、赤字が大きいとして国鉄改革前後において国鉄やＪＲ
から切り離された路線 （特定地方交通線）のなかにはＪＲとして存続した路線よりも運行本
数が多く赤字額も極めて小さい路線が多いという事例などがある。 
 このようなことを考えれば、自治体が参画することによって存続・再生できる可能性があ
る路線は少なくないと考えられるものの、多くの自治体は鉄道運営に関する十分な情報を
有しているとは言えないため、将来の路線運営に関しては発表されたデータから判断するし
かない状況におかれている。 
 そこで、本章では、ＪＲが発表したデータと三セク・民鉄に関するデータを分析して、Ｊ
Ｒ路線と三セク・民鉄路線における標準的なコスト水準をそれぞれ求めることによって、自
治体が関与する新たな形態によって運営される場合の経営改善の可能性を具体的に示す。ま
た、その結果を踏まえて、自治体が運営に参画することに対する財政的な可能性についても
考察する。 
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6.3 地方鉄道の運営費に関する既存研究と標準的なコスト算定方法 
6.3.1 地方鉄道の運営費に関する既存研究 
 地方鉄道の運営費に関しては、大井 （2006）、金子ら（2011）、水谷（2014）、森川ら（2015）、
大庭ら（2016）、那須野（2021）、大嶋（2022）などが定量的な算定方法について論じてお
り、実際に回帰分析などを用いて標準的なコストの算定を試みたものも多い。しかしながら、
それらはいずれも以前からコストが公表されてきた三セク・民鉄を対象としたものであり、
路線別・区間別の収支データを発表してこなかったＪＲの個別路線に関する分析は進んで
いない。 
 本章では、ＪＲから発表されたデータと、鉄道統計年報に記されている三セク・民鉄のデ
ータに加えて、ＪＲ路線の列車キロを独自に算出することによって地方鉄道の運営コストの
状況について分析・考察する 
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6.4 ＪＲ、三セク、民鉄の営業費の比較 
6.4.1 対象区間と対象年度 
 営業費についてＪＲは路線を分割した「区間」ごとに発表しており、三セク・民鉄は鉄道
統計年報で「路線」ごとのデータが発表されている。（以下、ＪＲ、三セク、民鉄ともに「区
間」と記す） 

対象年度は、ＪＲ、三セク、民鉄のデータが揃って発表されている 2020 年度とする。た
だし、ＪＲ西日本については３年間の平均収支を発表しているため、2019 年度から 2021 年
度の平均の値を用いる。対象とする区間と区間数は以下の通りである。 
●ＪＲ ＪＲ５社が輸送密度 2000 人未満の区間として収支を発表した区間。 
●三セク・民鉄 国交省が地域鉄道と定義している路線（国交省（2023））のうち 2018 年

度において輸送密度 2000 人未満であった路線。（ＪＲは、コロナ禍によって 2000 人を下
回った区間を発表対象から外しているため、三セク・民鉄もコロナ前の 2018 年度におけ
る輸送密度を基準とした。） 
ただし、ＪＲ、三セク、民鉄ともに営業距離 3km 未満の区間（唐津線（唐津・西唐津）、

宮崎空港線、芝山鉄道、紀州鉄道）と、災害により運休等が発生していた区間（日田彦山線、
久大本線、豊肥本線、肥薩線、くま川鉄道、南阿蘇鉄道）を除いた。 
以上より、対象区間数はＪＲ125 区間、三セク 31 区間、民鉄 15 区間となる。なお、上下分
離会社については、上下の会社の合算の経費を用いる。また、ＪＲが公表した営業費につい
ては本社経費等の一般管理費は含まないとされている。三セクと民鉄については、鉄道統計
年報に記載されている「諸税・減価償却費を除く営業費合計」を用いた。 
 
6.4.2 年間列車走行キロの算出 
 ＪＲの発表資料においては運行規模を表す指標となるデータは記されていないため、各
路線の時刻表から「列車キロ」を求めた。各区間内で運行されているすべての系統（始発駅
と終着駅の組合せ）について、平日・土曜・休日別に１日の運行本数を求め、系統ごとの路
線距離を乗じて足し合わせた。優等列車も含んでいる。臨時列車は含んでいない。なお、下
りと上りの違いは分析結果に影響を及ぼすほど大きくないと考えて、下りの列車キロを求め
て２倍した。 
 
6.4.3 営業費の原単位の比較 

図 6-１は、横軸に輸送密度、縦軸に「営業キロあたりの営業費」をとって、ＪＲ、三セク、
民鉄の各区間をプロットしたものである。輸送密度 500 人ごとの平均値も図示しており、
ＪＲのコストは同程度の輸送密度の三セクおよび民鉄と比べてかなり大きいことがわかる。 

また、図 6-２は、横軸に輸送密度、縦軸に「列車キロあたりの営業費」をとったものであ
る。図 6-１と同様に輸送密度 500 人ごとの平均値も図示しているが、すべての区分におい
てＪＲが著しく大きい。 
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さらに図 6-3 は、横軸に列車キロ、縦軸に営業費をとったものである。ＪＲ、三セク、民
鉄のそれぞれの近似直線からわかるように、同程度の列車キロで比較するとＪＲの営業費
が格段に大きい。 

 
 

 
図 6-2 輸送密度(横軸)と「列車キロあたり営業費(縦軸)」 

図 6-1 輸送密度(横軸)と「営業キロあたり営業費(縦軸)」 
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図 6-3 列車キロ(横軸)と営業費(縦軸) 



 103 

6.5 営業費に関する考察と回帰分析 
6.5.1 営業費の原単位に関する考察 

図 6-１、図 6-２のいずれにおいても、突出して営業費が高い区間があるが、図 6-1 にお
いては、奥羽本線(東能代～大館)  （図中のＡ）、津軽線(青森～中小国) （Ｂ）、羽越本線(村
上～鶴岡) （Ｃ）、三セク・民鉄では道南いさりび鉄道（Ｄ）とえちごトキめき鉄道（Ｅ）が
該当し、図 6-２においては、上越線(水上～越後湯沢)（Ｆ）と津軽線(青森～中小国)（Ｇ）
が該当している。これらの区間はいずれも貨物列車が運行されている路線であることがわ
かる。 

以上より、貨物が運行されている区間においては線路基盤維持管理等のための経費が他
区間よりも大きいと考えられることから、次節に述べる回帰分析において考慮する。 
 
6.5.2 回帰分析による標準的な運営コストの算出 
 鉄道の営業費は線路保存費等の基盤に関する経費と、運転費等の運行に関する経費から
構成されており、民鉄と三セクのように費用項目ごとに経費が公表されていれば項目ごと
に分析することも可能であるが、ＪＲの経費は現時点では総額だけが公表されているため
全営業費を被説明変数とする回帰分析を行う。説明変数となり得るものについても公表さ
れているデータでは「営業キロ」のみであるが、本研究で独自に算出した「列車キロ」およ
び前項の考察により影響が大きいと考えられる貨物列車運行の有無も加えた回帰分析を、
ＪＲ、三セク、民鉄のそれぞれについて行った。回帰分析の結果は、表 6-１に示す。 

 
  

表 6-１ 回帰分析結果 
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6.6 三セク・民鉄のコスト水準とサービス水準 
6.6.1 三セク・民鉄のコスト水準 
 図 6-１、図 6-２に示したように、三セク・民鉄とＪＲのコスト水準は大きく異なってい
る。 
 そこで、これらの路線がＪＲの標準的なコスト水準で運行しているとした場合の営業費
の計算値をＪＲの回帰式を用いて求め、実際の営業費と比較したものが図 6-４である。実
際の営業費の小さい順に並べて計算値と比較している。列車キロの小さい区間ではＪＲの
標準的なコスト水準との差が小さく、大きい区間では差が大きくなっており、区間によって
違いはあるものの、ほとんどの区間においてＪＲのコスト水準よりもかなり小さいコスト
で運行されている。このうち、三セクの多くは 30 年程度前に国鉄・ＪＲから分離された特
定地方交通線であるが、現在ではＪＲよりも格段に小さなコストで運行されていることが
わかる。 

 
6.6.2 「営業キロあたりの列車キロ」の比較 

一方、三セクと民鉄路線はＪＲ路線と比較して明らかに運行本数が多い。図 6-5 は、横軸
に輸送密度、縦軸に「営業キロあたりの列車キロ（１日あたり）」をとったものである。縦
軸は、列車の運行密度を表していると考えることもできる。右側の軸に記した値は、全区間
が均等に運行されているとした場合の片方向の運行本数を表す数値となる。左側の軸の
30.0 （列車キロ／営業キロ）は 1 日 15 便ということになり、概ね１時間間隔であるという
ことになる。例えば、輸送密度 500～1500 人の範囲では、三セクと民鉄はほぼすべて１日
片方向 15 便以上の運行本数であるのに対して、ＪＲはそれ以下の路線の方が多いことがわ
かる。 

以上のように、三セク・民鉄のコスト水準はＪＲよりも格段に低く、運行本数については

図 6-4 三セク・民鉄の実際の営業費とＪＲ回帰式による計算値 
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大きいと言え、より効率的で利便性も高い路線として運行されていることがわかる。 

 

 
  

図 6-5 営業キロあたりの列車キロ(１日あたり) 
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6.7 ＪＲ線の再生可能性に関する試算 
6.7.1 モデル的な路線における収支の試算 

推計した回帰式を用いてＪＲ、三セク、民鉄のそれぞれの標準的な費用を求めて比較する。
貨物は運行されていないものとし、横軸に列車キロ、縦軸に営業費をとると、ＪＲ、三セク、
民鉄のそれぞれの費用は図 6-６に示すようなグラフになる。この直線の傾きは、それぞれ
の回帰式の列車キロの係数となっている。なお、横軸は列車キロの規模をイメージしやすく
するため、区間全体を均等に運行した場合の１日の片方向あたりの運行本数として示してい
る（営業キロ 20km、10 便の場合、年間列車キロは、20km×10×2×365 となる）。例えば、
１日片道 20 便を走行させた場合、ＪＲの経費は年間約 8.6 億円、三セクは約 2.3 億円、民
鉄は約 3.4 億円となる。ＪＲと三セク・民鉄では大きな差があるが、図 6-２の列車キロあた
り営業費の平均が実際に 3 倍程度違うことを踏まえれば妥当な計算値であると考えられる。 

一方、運賃については一般的に三セクと民鉄の方が高い。各区間の旅客運輸収入を旅客輸
送人キロで除した値の平均は、ＪＲの 11.22 円/人キロに対して、三セク 17.9 円/人キロ、
民鉄は 22.54 円/人キロとなる。また、ＪＲ、三セク・民鉄の列車キロと輸送人キロの単回
帰式（注）を求めて、列車キロから輸送人キロを算出し、輸送人キロあたりの収入原単位を
乗じることによって、それぞれの列車キロにおける収入を計算し、図 6-6 に加えた。 

費用と収入の直線を比較すると、ＪＲの場合は、費用の傾きが収入の傾きよりも明らかに
大きいことから、増便すると赤字が広がり、減便した方が赤字が小さくなることになる。一
方、三セクの場合は費用の傾きと収入の傾きはほぼ同じで、民鉄の場合は費用の傾きの方が
やや小さい。ＪＲ路線は、減便→利用者数の低下→さらなる減便という負のスパイラルに陥
っているとも言われているが、この図からもその傾向になる可能性が高いことがうかがわれ
る。一方、三セクと民鉄はＪＲ路線とは収入と費用の構造が異なり、運行本数を維持するこ
とが赤字を拡大させない方向につながることになると言え、図 6-５に示したように輸送密
度の小さい区間においてもある程度の運行本数を維持しているという実際の現象とも一致
している。モデル的な計算ではあるものの、この図が示している傾向と同様のことがＪＲ、
三セク、民鉄のいずれにおいても現実に起こっていることから、実際の費用と収入の構造も
このような状況にあるのではないかと思われる。 
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6.7.2 自治体参画による地方鉄道再生の可能性に関する考察 

図 6-7 は前節と同様に、費用に関する回帰式と収入に関する係数を用いて、ＪＲの各路線
について、三セクおよび民鉄の標準的なコスト水準と運賃水準で運行した場合の収支の試
算値を求め、営業キロあたりの値で示したものである。列車キロと旅客輸送人キロは実際の
数値を用いている。ＪＲ125 路線のうち貨物運行路線を除く 110 路線の計算値を、ＪＲ会社
ごとに現在の営業キロあたり営業損益の小さい順に示している。 

多くの路線で大幅に改善する可能性があるという結果となっている。三セク水準、民鉄水
準のいずれにおいても、改善してはいるもののほぼすべての路線がマイナスであるため、採
算性を基準として存廃が決まるようであれば、存続は難しいということになる。しかしなが
ら、営業キロあたり 1000 万円以内の営業損失と計算された路線が多く、この額に対して公
的負担が可能であれば、存続できる可能性があることになるため、その公的負担の可能性に
ついて考察する。 

図 6-6 モデル的な路線における収支の試算 
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①財政負担力からの考察 
 路線の存続再生のために営業キロあたり 1000 万円の負担が必要であるとすると、10km
の路線では年間 1 億円となるため、その負担可能性を沿線の都道府県および市町村の財政
規模との比較で考察する。 

わが国の地方財政歳入額は 90 兆 5918 億円（総務省（2022））であり、人口一人あたり 72
万 7630 円（都道府県・市区町村の合計）となるため、沿線人口が５万人であれば 1 億円は、
歳入額総額（360 億円）の 0.278％となる。 

自治体の公共交通への支出額は自治体によって大きくばらついており、一般会計予算に占
める公共交通への支出割合に関するデータは少ないが、富山市の調査結果を用いて集計さ
れた報告書(中川（2023）) では、中核市 62 市の公共交通への支出の平均は 0.36％（ライ
トレール建設中であった宇都宮市は突出して大きいため平均から除いている）である。富山

図 6-7(その 1) 営業キロあたり営業損益の現在値と計算値 ＪＲ北海道・東日本 

図 6-7(その 2) 営業キロあたり営業損益の現在値と計算値 ＪＲ西日本・四国・九州 
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市を含む 16 市は 0。5%を超えており鉄道がもたらす効果を考えれば上記の 0.278％は地方
自治体の財政力で負担できない額ではない。ちなみに、第 4 章の図 4-8 が示すように固定
資産税等の推移が多くの都市においてほぼ横ばいである中で、前記 16 市の中には上昇傾向
を示している市がいくつも存在している現象が見られる。海外においては、オーストリアに
おける各州の公共交通予算について調査した宇都宮 （2019）によると、各州の予算における
公共交通関連予算は 1.5～2％程度であり、地方が積極的に公共交通に支出していることが
わかる。また、ＪＲの地方路線の核となっている都市には、中核市よりも小さな人口 3～10
万人程度の都市も多いと考えられるが、運輸政策研究所（2008）によると、人口一人あたり
の公共交通への支出額は中核市クラスにあたる人口 10～50 万人程度の都市が最も少なく、
より小さな都市の方が大きいという結果となっており、それらの都市においても負担可能な
範囲を大きく超えるものでないと考えられる。 

なお、三セクについては車両や設備に関して自治体から支援を受けている場合もあり、現
在の営業費はそれらの効果を含んだ結果であることには留意する必要があるが、その額は
営業費の過半を占めるものではなく、それらの要素を考慮しても上記の試算による金額は
負担可能な範囲であると考えられる。 
 
②費用対効果面からの考察 

自治体の意思決定は採算ではなく、地域にもたらされる便益と費用との比較となる。例え
ば富山市は、都市経営的視点から鉄軌道に先行的に投資してきており、鉄軌道だけで一般会
計予算の 0.5%を超える支出をしているが、その額は固定資産税と都市計画税収入総額の
3％程度であり、鉄軌道の利便性向上による地価の上昇・下支え効果を考えれば十分負担す
る価値のある金額であると考えられる。 
 
6.7.3 ＪＲ路線再生の方向性 

以上の分析と考察により、ＪＲから発表された現状の赤字額は大きいとしても、新たな運
営形態にすれば大幅に改善され、それを継続的に支えていくために必要な公的負担額は地方
財政規模からみて可能な範囲となる可能性が十分あると考えられる。また、すでに表明され
ている国の支援の強化が実施されればその可能性はさらに広がる。 
 一方、このような形で地方路線が再生されれば、ＪＲにとっては損失が大幅に減ることと
なるため、その収支改善効果をＪＲと自治体の双方に配分するスキームを構築することに
よってＪＲにとっても自治体にとってもプラスになる方策がありえると考えられる。 
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6.8 結語 
 本章では、ＪＲと三セクおよび民鉄の営業費には大きな違いがあることを示したうえで、
それぞれについての標準的なコスト水準を算出する回帰モデルを作成した。また、富山ライ
トレールや特定地方交通線のように、国鉄・ＪＲから三セク・民鉄に移管された路線におい
て、収支も利便性も大幅に改善されている事例があることを示した。さらに、ＪＲ路線につ
いて、三セクあるいは民鉄の標準的なコスト水準で運行する場合の収支の計算値を求めた。
三セクの場合は、車両や設備に対する自治体からの補助等によってコスト水準が下がってい
る可能性はあるものの、算出された赤字額は沿線の自治体が負担することが難しい規模で
はないと考えられることについて考察した。ＪＲの収支発表後、赤字が極端に大きいことが
報道等でクローズアップされ、地方路線は危機的な状況にあるとみられているが、適切な対
応によって再生できる路線は少なくないと考えられる。負のスパイラルの進行を座視せず、
路線再生の可能性の検討を急ぐべきであると考える。 
 ただし、本章の計算値は全体の傾向を把握するための概算値であり、個別路線における再
生可能性についてはより詳細な分析が必要である。また、運営形態を移管するための準備経
費など、本章で算入した定常的な営業費以外の経費が必要になる可能性があることも考慮す
る必要がある。 
 本章の分析は、地方鉄道の経費水準に大きな特徴があることを、データから明らかにする
ことを目的としたもので、経費水準の差の原因等を分析するには至っていない。今後の課題
としては、線路保存費等の基盤経費と、運転費等の運行経費に分けた分析や、単線・複線、
電化・非電化等の路線の特徴をより詳しく表現した変数を用いた分析などを、ＪＲからのよ
り詳しい経費内容の発表に応じて実施していくことなどがあげられる。 
 
（注）ＪＲと三セク・民鉄のそれぞれについて、列車キロを説明変数、旅客輸送人キロを被
説明変数とする単回帰を行った。ＪＲ：y = 21.348x + 386.79 （R² = 0.752）、三セク・民鉄：
y = 18.18x - 887.62（R² = 0.785） 
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第 7 章 コンパクトシティ政策と鉄道政策に関する総合的考察 

7.1 コンパクトシティ政策における鉄道政策の位置づけ 
富山市が実施してきたような都市の効率的な運営と持続可能な社会構築を目的とした「コ

ンパクトシティ政策」は近年注目を集めるようになっており、それを目指す自治体も多くな
っている。国土交通省も「立地適正化計画」の制度を創設し、都市の機能集約と公共交通の
維持を両輪としたまちづくりを推進している。その中で、鉄道は単なる交通手段としてでは
なく、都市構造の再編を導く骨格としての役割が問われている。 

鉄道は、自動車に比べて輸送効率が高く、環境負荷が小さいという特性を有しており、地
域の脱炭素化や交通弱者の移動権確保にも資する。とりわけ都市近郊においては、鉄道駅周
辺に人口や都市機能を集積させることにより、通勤・通学の利便性を高め、車依存からの脱
却を図ることが可能となる。また、鉄道の存在は都市計画における誘導拠点の形成とも密接
に関係しており、駅を中心としたゾーニングやインフラ整備が都市の成長を方向づける。 

欧州における多くの都市圏において鉄軌道ネットワークの構築とともに、ダイヤ改良によ
る利便性向上などを実施するとともに、都市構造の再編を連動させることで、公共交通のシ
ェアの向上と都市の持続可能性を両立させている。これらの地域に共通するのは、鉄道が単
なる移動手段ではなく、土地利用政策と一体化した「まちづくりのツール」として活用され
ている点である。 

日本においても、富山市が進めてきた 「公共交通を軸としたコンパクトなまちづくり」に
おいて、LRT （ライトレール）や在来鉄道の再整備を通じて、居住地と都市機能を集約する
取り組みが進んできた。こうした事例は、鉄道がコンパクトシティの実現において重要なイ
ンフラであることを示しており、都市政策と交通政策の融合が今後ますます重要となる。 
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7.2 自治体主導の鉄道再生に向けた条件整理 
鉄道は本来このような社会インフラとしてとらえられるべきものであるが、日本において

は採算が重要であるという固定観念から脱却できていないために、地方鉄道の多くは収支
の悪化や利用者減少に直面し、その結果、JR 路線も含めて鉄道事業者が単独で維持・再生
することが困難な状況に陥っている。このような中、自治体が主体的に鉄道を再評価し、地
域政策と連動させた再生を進める必要性が高まっている。以下に、そのために必要な条件を
整理する。 
 
（1）政策目的の明確化と公共性の再定義 

自治体が鉄道再生に関与する第一の条件は、「なぜその鉄道を残すのか」という政策目的
の明確化である。たとえば、沿線住民の通学・通院といった生活の足を確保するため、ある
いは観光資源としての活用を図るためなど、目的によって施策の方向性や必要な支援の形態
が異なる。また、鉄道の「公共性」をどのように定義し直すかも重要である。単なる営業赤
字という経済的指標ではなく、社会的便益（交通弱者の移動機会、CO₂削減効果、災害時の
代替輸送機能など）を含めた広義の評価が求められる。 
 
（2）運営体制と費用負担の再設計 

自治体主導の鉄道再生には、上下分離方式や公設民営方式など、多様な運営形態の検討が
必要である。特に上下分離方式においては、インフラ保有と運行主体の分離により、費用負
担の透明化と効率的な運営が可能となる。また、単年度ごとの赤字補填ではなく、数年単位
での中期的支援スキームの設計、そして財源確保に向けた地域内連携（ふるさと納税、クラ
ウドファンディング、地域企業からの協賛など）も有効である。 
 
（3）地域内外の主体との連携と合意形成 

鉄道再生は自治体単独で完結するものではなく、沿線の企業、学校、NPO、住民などとの
協働が欠かせない。たとえば、通学利用の多い高校との連携による通学定期補助、観光協会
との協働による観光列車の企画など、地域全体の巻き込みが再生の成否を左右する。さらに、
自治体内の議会や住民との合意形成も不可欠であり、赤字額や支援効果に関する情報公開
と丁寧な説明が求められる。 
 
（4）交通政策と都市政策の統合的アプローチ 

鉄道再生を交通政策としてだけでなく、都市政策や福祉、環境、教育といった分野と横断
的に位置づけることが重要である。たとえば、駅周辺への高齢者向け施設や子育て支援施設
の立地誘導は、交通政策と福祉政策の統合の一例である。このように複数の政策目的を併せ
持つことで、鉄道の存続根拠は強化され、持続可能性も高まる。 
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7.3 制度整備と今後の政策的提言 
現行の鉄道関連制度は、主に「交通政策基本法」や「地域公共交通活性化再生法」などを

通じて整備されているが、これらの枠組みは十分に鉄道と都市政策を連携させる設計には
なっていない。地方鉄道の補助制度においても、設備更新や運行維持に対する個別支援にと
どまっており、「地域全体のまちづくり」という視点からの体系的な支援は不十分である。 
 
（1）都市再編と鉄道の一体的制度設計 

今後求められるのは、鉄道を都市構造の骨格と捉え、それを前提とした土地利用計画や人
口誘導政策との一体化である。たとえば、「鉄道等交通軸支援法」（仮称）のように、鉄道を
軸とする都市再編に対して、土地利用規制、インセンティブ支援、財政措置を統合的に講じ
る制度の創設が望ましい。 
 
（2）KPI（成果指標）に基づく補助制度の見直し 

現行の赤字補填型補助は、利用増加や地域効果への誘導を欠く側面がある。今後は、輸送
密度や定時性といった定量指標だけでなく、乗車促進キャンペーンの実施、駅周辺の人口回
帰率、自治体の都市政策との整合性などを KPI に盛り込んだ「成果連動型」の支援制度が
求められる。 
 
（3）国の支援スタンスの転換と長期的ビジョン 

国の関与も単なる財政支援から、制度設計・計画評価・人材育成といった側面まで広げる
必要がある。また、2050 年を見据えた脱炭素型都市構造の形成という視点から、鉄道を中
核とした地域モビリティビジョンの策定が必要であり、そのためには計画策定支援や地方
創生交付金の柔軟な運用なども含めた戦略的支援が不可欠である。 
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第 8 章 結論 

本研究では、地方都市における公共交通の衰退とそれに対する鉄道政策の課題、さらには
コンパクトシティ政策との統合的展開の可能性について、理論的考察および事例分析を通
じて検討してきた。人口減少と高齢化、財政制約が進む日本社会において、地方鉄道は厳し
い経営環境に置かれている。その一方で、地方都市の持続可能性を確保し、住民の基本的な
移動権を保障するためには、鉄道を含む公共交通インフラの再構築が避けて通れない課題
である。本章では、本研究を通じて得られた知見を総括するとともに、今後の政策的課題お
よび展望について述べる。 
 
8.1 地方鉄道の現状と本質的課題 

まず、地方鉄道を取り巻く現状について改めて確認しておきたい。多くの地方鉄道路線は、
利用者の減少と収支の悪化に直面し、鉄道事業者は廃止やバス転換を選択肢として検討して
いる。特に JR 各社においては、輸送密度が低い路線を中心に「見直し」の議論が加速して
おり、これに対する沿線自治体の危機感が高まっている。鉄道の運行維持にかかるコストが
自治体財政にとって重荷である一方で、鉄道が失われることによる社会的・経済的損失につ
いては、定量的な評価が十分に行われているとは言いがたい。 

このような中で、鉄道を「赤字交通」としてではなく、地域の価値創出や将来的な都市構
造の基盤として再評価する視点が求められる。単年度の採算性や収支に基づく経営判断だ
けでは、交通弱者や次世代住民の移動の自由、災害時の代替機能、CO2 排出削減といった
公共的役割を正当に評価することはできない。したがって、鉄道の「公共性」をどのように
再定義するかが、地方鉄道再生の第一歩となる。 
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8.2 コンパクトシティ政策における鉄道の再評価 
第 3 章～第 5 章で示したとおり、コンパクトシティ政策の理念は、人口や都市機能を集

約し、効率的な都市運営と持続可能な移動手段の提供を両立させることにある。この政策目
標に照らせば、鉄道は極めて相性の良いインフラである。なぜなら、鉄道駅を中心とした都
市構造は、居住や業務、教育、医療など多様な都市機能を空間的に再配置する手段となり得
るからである。 

実際、富山市や宇都宮市、岡山市など、鉄道や LRT の再整備を都市政策と連動させる事
例が増えてきている。これらの事例に共通するのは、交通政策を単独で実施するのではなく、
土地利用計画や住民誘導政策、都市開発事業と一体で進める点である。このような戦略は、
短期的には一定のコストを伴うものの、長期的には行政コストの削減、環境負荷の低減、公
共サービスの効率化といった多面的効果を生み出す。 

鉄道をまちづくりの中核に据えるには、公共交通指向型開発（TOD: Transit Oriented 
Development）の視点が不可欠である。駅周辺への居住・業務の誘導や、交通結節点として
の機能強化、徒歩・自転車との連携などが求められる。加えて、タクトダイヤの導入などに
よる時刻の整合性や利便性の確保、運賃政策の工夫、利用促進キャンペーンの展開など、ソ
フト面での施策も重要である。 
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8.3 自治体主導の再生の可能性と限界 
第 6 章で示したように、地方鉄道の再生には自治体の役割が極めて大きい。JR などの鉄

道事業者が経営判断として撤退を選択する場合、地域の公共交通を守るためには、自治体が
代替運行や上下分離方式の導入を検討せざるを得ない。しかし、そのような取組を成功させ
るには、単なる財政支援ではなく、以下のような複合的な条件が必要である。 

第一に、政策目的の明確化である。鉄道を残すことの社会的意義を明示し、関係者が共有
する必要がある。たとえば、通学の足を守る、観光振興の基盤とする、災害時のライフライ
ンとして位置づけるといった目的を明確にすることで、必要な支援や制度設計がぶれなく
なる。 

第二に、持続可能な運営体制の構築である。第三セクター方式や公設民営方式、上下分離
方式など、地域の実情に応じたスキームが検討されるべきであるが、いずれにしても行政の
技術的・人的支援や、地域内のステークホルダー（企業、学校、市民団体など）との協力体
制が不可欠である。 

第三に、都市政策との連携である。単に鉄道を残すだけでなく、駅周辺の再開発、住宅地
の誘導、福祉施設の立地などと組み合わせることで、鉄道利用の自然増を促す仕掛けが求め
られる。これはまさに「鉄道ありき」の交通政策ではなく、「鉄道を活かす」都市政策の視
点である。 

ただし、自治体が主導することの限界も明確に認識する必要がある。とりわけ、人口規模
の小さい自治体では、鉄道インフラを単独で維持する財政的・人的余力に乏しく、また長期
的な都市ビジョンの策定や合意形成の難易度も高い。したがって、国による制度的・財政的
な後押しが不可欠となる。 
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8.4 制度整備と国の役割 
地方鉄道と都市政策の連動を進めるうえで、現行制度には多くの制約が存在する。たとえ

ば、交通政策と都市計画が別々の法律・予算体系で運用されているため、統合的なまちづく
りが制度的に実現しにくい。また、鉄道再生に関する国の補助制度は、老朽化対策や災害復
旧を主な目的とするものであり、都市再編と連動した包括的支援には乏しい。 
今後は、以下のような制度整備が求められる。 

• 鉄道と土地利用を一体で支援する新たな制度枠の創設 
• 成果指標（KPI）に基づく補助金制度の再設計 
• 地方自治体の人材育成・技術支援体制の強化 
• 複数自治体にまたがる広域調整支援 

また、国は財政支援にとどまらず、政策的ビジョンの提示や、優良事例の横展開、データ
基盤の整備といった側面でも積極的に関与すべきである。とりわけ、地方間格差を縮小する
ためには、人口規模に応じた柔軟な支援制度が求められる。 
 
8.5 今後の展望と課題 

本研究は、鉄道を起点とした持続可能な都市政策の可能性を示したものであるが、その実
現には数多くの課題が残されている。たとえば、住民の鉄道利用意識の醸成、バスや自家用
車とのモード間調整、情報提供の高度化、土地利用誘導の難しさなどが挙げられる。 
また、研究上の課題としても、次の点が今後の検討課題として残る。 

• 鉄道利用に関する需要予測モデルの精緻化 
• 成果評価に用いる社会的便益の定量化手法の確立 
• 地方鉄道と地域経済（観光、雇用）との因果関係の分析 
• 他国の制度や成功事例との比較研究 

今後の研究においては、これらの課題に対して定量的・実証的なアプローチを強化すると
ともに、異分野との連携による総合的な提言が求められるであろう。 
 
8.6 結語 

鉄道政策はもはや単なる交通政策ではない。それは都市のかたち、地域の未来、そして
人々の暮らし方そのものに深く関わる、包括的な政策領域である。地方鉄道の存廃は、その
地域がどのような将来像を描くかという選択に他ならない。 

本研究が提起した「都市政策と交通政策の融合」は、単なる理論的命題ではなく、現実に
即した実践的課題であり、今後の日本社会の進むべき方向性を示すものである。限られた資
源の中で何を残し、何を活かすか。その選択の先にこそ、持続可能で豊かな地域社会の姿が
あると信じる。 
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